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はじ めに                 
 

 東日本大震災から の復興に向け、 皆様から 温かいご支援をいただいており ますこ と 、

心から 感謝申し 上げます。  

 環境を巡る問題は、身近な地域から 地球規模にまで広がり を見せています。豪雨や猛

暑などの異常気象が世界各地で頻発する中、 地球温暖化対策については、 2019 年 12 月

にスペイ ンで開催さ れたＣ Ｏ Ｐ 25（ 気候変動枠組条約第 25 回締約国会議） において脱

炭素化に向けた取組の強化が議論さ れまし た。 宮城県においても「 宮城県地球温暖化対

策実行計画」 に掲げる 2030 年までの削減目標 31 パーセント が示さ れ、脱炭素社会の構

築に向けた取組が進めら れており ます。  

 本市では、令和 2 年 1 月に秋田県仙北市で開催さ れた東北Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 未来都市サミ ッ ト

に参加し 、気候非常事態宣言を採択し 今後の脱炭素社会の構築に向け、再生可能エネル

ギー普及などの事業を展開し ており ます。  

 

【 宣言文抜粋】  

1. ごみの排出抑制（ リ デュ ース）、 再利用（ リ ユース）、 再資源化（ リ サイ ク ル）、 ごみ

の発生回避（ リ フ ュ ーズ） を徹底し ます。  

2. 省エネルギーの推進と 併せて、 再生可能エネルギーの利用を促進し ます。  

3. 人や社会・ 環境に配慮し た消費行動（ エジカ ル消費） の普及を図り ます。  

4. 各都市の環境、 課題に応じ て、 地球温暖化防止に資する取組を推進し ます。  

 

 本書は、令和元年度における本市の環境の状況及び環境政策の状況をまと めたも ので、

Ｓ Ｄ Ｇ s を進めるう えで基礎的なデータ と なるも のです。  

 本市の恵み豊かな自然を保全し 、良好な環境を次世代に継承し ていく ためには、市民

一人ひと り の環境に配慮し た行動が重要です。本書が環境に配慮し た行動の取組みの一

助と なれば幸いです。  

 

 

令和 3 年 3 月 

 

 

東松島市長  渥美 巖 
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（ １ ） 位置と 地勢                              

 

東松島市は、 宮城県東部に位置し 、 仙台市から 北東に約 30

㎞の距離にあり 、 東に石巻市、 西に松島町、 北に美里町と 接

し 、 南側は太平洋に面し て いま す。  

面積は 101.86 ㎢で、 気候は年間平均気温が約 13℃、 年間

降水量約 1,000 ㎜で 降雪も 少な く 、 東北地方では比較的温暖

で 、 風雨の少ない地域です。  

市域の東部は、 肥沃な田園が広がる 平坦な地形、 中央部に

は四方を 一望でき る 桜の名所「 滝山」 を 中心と する 丘陵地。 

西部は、一級河川鳴瀬川・ 吉田川が太平洋に注ぐ と と も に、 

南西部には風光明媚な日本三景「 特別名勝松島」 を 有し 、  

変化に富んだ美し い自然景観を 有する 市です。  

 

（ ２ ） 人口・ 世帯数                              

 

本市の人口は、 39, 816 人（ 令和元年 10 月 1 日現在の住民基本台帳人口） で前年同期

と 比較し 345 人の減と なり まし た。東日本大震災以降人口減少し 過去５ 年間の推移では、

平成 27 年度から 30 年度までは４ 万人台を 推移し ていまし たが、 令和元年度で４ 万人を

下回り まし た。  

 

年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

総人口 40, 199 40, 279 40, 258 40, 161 39, 816 

 

資料： 市住民基本台帳 

東松島市 
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本市の世帯数は、 15,976 世帯（ 令和元年 10 月 1 日現在） で 、 前年同期よ り 127 世帯の増

加と な っ て いま す。人口が減少し 世帯数が増加し ている こ と は、 全体と し て 大家族から 核家

族へと いう 世帯構造の変化の表われで 、 全国的な 傾向を 示し て いま す。  

年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

世帯数 15, 287 15, 505 15, 566 15, 849 15, 976 

世帯規模( 人)  2. 62 2. 60 2. 59 2. 53 2. 49 

 

（ ３ ） 気 候                                   

 

平成 27 年から 令和元年ま での 5 年間の平均データ では、平均気温は概ね 12℃、降水量

は年間約 1, 100mmです。  

 

 

(  人 )  

月別推移 

年度別推移 

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

降水量( mm) 1067. 4 948. 0 1090. 5 969. 5 1399. 5

気温( ℃) 11. 5 12. 6 11. 9 12. 5 12. 4
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12. 4
12. 6
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気象庁東松島アメ ダス（ 平成27年～令和元年）
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 東松島市第 2 次環境基本計画は、 当初計画（ 平成 19 年 3 月策定） に続く 計画であり 、 計画期

間は平成 29 年度から 令和 8 年度までの 10 年間です。  

 こ の計画は、 前計画と 同様に「 東松島市環境基本条例」 の理念の実現をめざし 、 環境の保全と

創造に関する政策を総合的かつ計画的に推進するためのも のです。  

 また、「 東松島市総合計画」 などの各種計画と 整合性を図り ながら 、 市民・ 事業者・ 市が環境

の保全と 創造に取り 組むための将来像や目標、連携、協働のあり 方などの方向性を示すも のです。 

 

（ １ ） 環境基本計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 市民・ 事業者・ 市の役割 

○市民の責務 

 ・ その日常生活において、 資源及びエネルギーの消費、 廃棄物の排出等による環境への負荷を

低減するよう に努めなければなら ない。  

 ・ 環境の保全及び創造に自ら 努めると と も に、市が実施する環境の保全及び創造に関する政策

に協力し なければなら ない。  

○事業者の責務 

 ・ その事業活動を行う に当たっ ては、こ れに伴っ て生ずる公害を防止し 、環境の保全のために、

必要な対策を講じ なければなら ない。  

 ・ その事業活動に伴う 資源及びエネルギーの消費、廃棄物の排出等による環境への負荷の低減

その他環境保全及び創造に自ら 積極的に努めると と も に、市が実施する環境の保全及び創造

に関する政策に協力し なければなら ない。  

○市の責務 

 ・ 環境の保全及び創造に関する基本的かつ総合的な政策を推進し なければなら ない。  

 共生 
人と 自然が 

共に生き る 

まち 

参画 
環境保全 

及び創造の 

推進 

循環 
持続可能な 

循環型社会 

の構築 

 

東
松
島
市
環
境
基
本
条
例
に
掲
げ
る
３
つ
の
基
本
理
念 

基
本
理
念
の
実
現 

将来像 

 
基本目標１  

自然を守り 、  

動植物を 愛し み、  

育てます 

基本目標２  

暮ら し やすい 

安全な生活環境 

を 守り ます 

基本目標３  

環境にやさ し い 

まち づく り を  

推進し ます 

基本目標４  

持続可能な 

循環型の 

地域社会を 

創り ます 

 
基本目標 5  

協働で創る 

環境のまちを 

めざし ます 
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◆ 具体的な施策（ 計画の体系）  

５ つの基本目標を達成するために、 施策の方向ごと に具体的な施策を定めています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 施策の方向 具体的施策 

基
本
目
標
１ 

自
然
を
守
り
、
動
植
物
を
愛
し
み
、
育
て
ま
す 

基
本
目
標
２ 

暮
ら
し
や
す
い
安
全
な
生
活
環
境
を
守
り
ま
す 

施策の方向 1  

自然環境を 保全・

再生・ 活用し ます 

○自然環境や自然景観の保全・ 再生

に努め、 活用し ます。  

○都市計画などの整備には、自然環

境や景観に配慮し ます。  

○特別名勝松島と し ての景観保全・ 再生に努め、 観光

資源と し ての活用を図り ます。  

松林の植樹 

施策の方向２  

森林、 農地、 海域、

河川を保全し ます 

○森林などの保全・ 育成、 適正な管理を推進し ます。  

○被災し た農地の復旧を 図ると と も に、 農地の適正な

管理を推進し ます。  

○海域・ 河川の環境の保全・ 浄化、 養殖業の適正管理

を推進し ます。  

施策の方向３  

動植物の保護に努

めます 

○自然の動植物の把握、 保護に努めます。  

○生物の生息環境の保護・ 保全に努めます。  

○保護団体等と の情報共有に努めます。  

施策の方向 1  

恵み豊かな水環境

を守り ます 

施策の方向２  

騒音が少ないまち

づく り に努めます 

施策の方向３  

き れいで安全な大

気を守り ます 

施策の方向４  

安全な生活環境を

守り ます 

○公共用水域の保全に努めます。  

○水質汚濁防止対策を推進し ます。  

○航空機騒音対策を推進し ます。  

○自動車騒音対策を推進し ます。  

○家庭や工場・ 事業所等から の騒

音・ 振動対策を推進し ます。  騒音調査 

○大気の保全に努めます。  

○大気汚染物質の排出削減に努めます。  

○悪臭対策を推進し ます。  

○安全で活力ある土壌環境の保全に努めます。  

○放射性物質の監視を継続し ます。  
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基本目標 施策の方向 具体的施策 

基
本
目
標
３ 

環
境
に
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま
す 

基
本
目
標
４ 

持
続
可
能
な
循
環
型
の
地

域
社
会
を
創
り
ま
す 

基
本
目
標
５ 

協
働
で
創
る
環
境
の
ま
ち
を
め
ざ 

し
ま
す 

施策の方向 1  

環境負荷の少ない

まち づく り を推進

し ます 

施策の方向２  

身近に良好な自然

環境等を創り ます 

施策の方向３  

気候変動の影響に

適応でき る まち づ

く り に努めます 

○温室効果ガスの排出抑制を推進し ます。  

○オゾン層の保護を推進し ます。  

○自立的・ 分散型エネルギー社会

づく り を推進し ます。  

○生活環境の美化や緑化に努めます。  

○市街地における緑の保全、創

出を推進し ます。  

○歴史的・ 文化的環境の保全に

努めます。  
小学生による美化活動 

○温暖化によっ て増える恐れのある災害等への対応

に努めます。  

○生態系や人間社会への対応に努めます。  

○健康被害に対する対応に努めます。  

施策の方向 1  

持続可能な循環型

の地域社会を形成

し ます 

○資源循環型社会の形成

を推進し ます。  

○廃棄物の適正処理を 推

進し ます。  

○グリ ーン購入を推進し ます。  

施策の方向１  

環境教育・ 環境学

習・ 環境情報の充

実に努めます 

施策の方向２  

市民など の環境活

動の支援・ 人材育

成に努めます 

○小中学生等に対する環境教育の充実を図り ます。  

○市民・ 事業者等の環境学習の充実を図り ます。  

○環境情報の共有化を図り ます。  

○市民・ 事業者・ 自然保護団体等の環境活動等への

支援に努めます。  

○市民・ 事業者・ 行政の交流機会づく り に努めます。 
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「共  生」 

 

 

人と自然が共に生きるまち 
 

 

 

 

 

東松島市第２ 次環境基本計画 

「 基本目標 １ 」 自然を 守り 、 動植物を愛し み、 育てます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 



- 10 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 



- 11 - 
 

 

自然は、 私たちの生活に「 う るおい」 や「 やすら ぎ」 を与えてく れます。  

自然と ふれあい、 共に暮ら せる喜びを感じ ら れるよう 、 生活環境と 自然環境の調和

が求めら れています。 海や河川等の水辺が豊かな本市にと っ て、 都市公園の整備・ 事

業所周辺の緑化と と も に人と 自然がふれあえる環境の保全も 重要です。  

（ １ ） 花の香るまちづく り 事業 

市民が身近に自然と ふれあい「 う るおいのある自然環境を創る」 ための緑化活動の

一環と し て、 花いっ ぱい運動や国道沿線のフ ラ ワーロード 事業などの活動は、 身近な

自然環境の創造と し て大変有効な事業です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇令和元年度事業実績 

自治体組織名 植栽場所 植栽本数等( 本)  事業参加 

人数( 人)  

矢本ひがし ネッ ト ワーク  

コ ミ ュ ニティ  

国道 45 号花壇 

コ ミ セン西脇市道 

マリ ーゴールド    4, 920 

マリ ーゴールド ミ ニ 2, 600 

1, 147 

矢本西コ ミ ュ ニティ  

協議会 

県道矢本河南線花壇 

矢本西市民センタ ー 

サルビア     14, 200 

マリ ーゴールド      400 

マリ ーゴールド ミ ニ 2, 700 

1, 222 

 

大曲まちづく り 協議会 国道 45 号花壇 

大曲市民センタ ー 

日々草         120 

ベゴニア       120 

マリ ーゴールド    4, 000 

974 

赤井地区自治協議会 国道 45 号花壇 

各地区センタ ー花壇 

サルビア      3, 080 

マリ ーゴールド    3, 220 

325 

大塩自治協議会 

 

大塩小学校前花壇 

大塩市民センタ ー 

サルビア      3, 950 

マリ ーゴールド    2, 550 

951 

市民による花の植栽 
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自治体組織名 植栽場所 植栽本数等( 本)  事業参加 

人数（ 人）  

小野地域まちづく り  

協議会 

国道 45 号花壇 

各地区花壇 

マリ ーゴールド    2, 500 

日々草    10, 400 

1, 180 

野蒜まちづく り 協議会 野蒜市民センタ ー

周辺 

マリ ーゴールド     200 

パンジー        200 

キンギョ 草   100 

その他     300 

75 

宮戸コ ミ ュ ニティ  

推進協議会 

宮戸地区県道花壇 

各地域内花壇 

マリ ーゴールド    2, 640 

 

409 

 

（ ２ ） 河川清流化の啓発 

 

 東松島市定川清流化推進協議会は、 定川を名実共に「 母なる川」 と し て育み、 将来

にわたっ て有益な市民の貴重な財産と し て引き 継ぐ ため、 定川ク リ ーン作戦や清流化

意識の啓発活動などをおこ なっ ています。  

 令和元年度の事業は、 市内の小・ 中学生を対象に標語コ ンク ールを実施し 、 654 作

品の応募があり まし た。  

 

令和元年度 最優秀賞 

 

【 小学校低学年の部】  「 心も 魚も いい気持ち みんなでまも ろう  きれいな川」  

【 小学校中学年の部】  「 き みのかお う つっ たままの かわがいい」  

【 小学校高学年の部】  「 残し たい 流れ豊かな定川を ぼく ら の先の未来まで」  

【 中学校の部】     「 定川を 清く 流れる 清流に」  

 

 



- 13 - 
 

 

 

 

 

  
 

 

 

「参  画」 

 

環境保全及び創造の推進  

 
 

 

 

 

東松島市第２ 次環境基本計画 

「 基本目標 ２ 」 暮ら し やすい安全な生活環境を 守り ます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 
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  本市は、 松島湾と 石巻湾に面し 、 一級河川鳴瀬川、 吉田川が流れ、 良好な漁場を

形成し ています。  

海や川には、 汚れを き れいにする 自然の働き （ 自浄作用） があり ますが、 工場・

事業所や家庭から 排出さ れる 汚水が、 その自浄作用の限界を 超える と 、 海や川は汚

れま す。  

美し く 恵み豊かな水環境を 保全する には、 海域、 河川はも と よ り 農業ため池など

も 一体のも のと し て捉え、 山林の整備や生活排水・ 事業所排水等によ る 汚濁負荷低

減のための対策を 図っ ていく 必要があり ます。  

市では、 毎年、 公共用水域における 水質検査を 実施し ており 、 その概要は以下に

示すと おり です。  

 

（ １ ） 海 域 

 

 海域水質検査は 4 地点（ 各地点で年間 6 回の測定） で実施し ています。 下記の資料

は、 海域水質検査結果（ 年間平均値） から のも のです。  

 令和元年度の海域水質検査結果については、 大浜沖ではＡ 類型を 満足し たが、 大

曲浜沖、 野蒜沖及び松島湾の全 3 調査地点共に有害物質は検出さ れず、 その他の項

目も 基準値を 満足する 値であっ た。（ 令和元年度公共用水域水質検査業務報告書よ

り ）  

 

調査地点 環境基準類型 
調  査  項  目 

Ｃ Ｏ Ｄ  大腸菌群数 

大 浜 沖 海域Ａ 類型 4／6 6／6 

野 蒜 沖 海域Ａ 類型 2／6 6／6 

松 島 湾 海域Ａ 類型 2／6 6／6 

大 曲 浜 沖 海域Ａ 類型 2／6 6／6 

 
注： Ａ ／6 の表現について は、分子について は環境基準値を 達成し た回数。分母は調査回数。  
 

※調査地点について は、 23 頁の「 海域・ 河川等水質調査地点位置図」 を 参照。  
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海域水質調査結果（ 年間平均値）  

調査地点 ｐ Ｈ  Ｃ Ｏ Ｄ  Ｄ Ｏ  大腸菌群数 

大浜沖 8. 2 2. 0 8. 0 8. 5 

野蒜沖 8. 1 2. 5 9. 0 343 

松島湾 8. 0 2. 9 8. 8 196 

大曲浜沖 8. 2 2. 4 8. 9 148 

海域環境基準Ａ 類型 7. 8～8. 3 2 以下 7. 5 以上 1, 000 以下 

単位： Ｃ Ｏ Ｄ ・ Ｄ Ｏ については mg/ℓ、 大腸菌群数についてはＭＰ Ｎ /100ｍℓ 

「 詳細データ は第 5 章資料、 52 頁参照」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㎎/ℓ 

調査地点 
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（ ２ ） 河 川 

 

① 鳴瀬川、 吉田川等 

 鳴瀬川、 吉田川、 東名運河及び北上運河の水質調査は、 全 8 地点で年 4 回実施し

ています。  

 令和元年度の鳴瀬川関連の水質検査結果については、 今年度から 鳴瀬川（ 鳴瀬大
橋上流） が東松島大橋、 鳴瀬川（ 鳴瀬大橋下流） が鳴瀬大橋に調査地点が変更にな
っ た。 鳴瀬大橋は、 Ｓ Ｓ が 1 回環境基準を 超過し たが、 年平均値で は 4 地点と も 河川環
境基準 B 類型を 満足し た。 運河については、 参考までに年平均値を 河川基準と 比較
し た結果、 両運河においてｐ Ｈ 、 Ｂ Ｏ Ｄ 、 Ｓ Ｓ 、 Ｄ Ｏ は河川環境基準Ａ Ａ 類型に相当する

値で あっ たが、 大腸菌群数がＡ Ａ 類型を 超過し たためＡ 類型に相当する ほど の水質で あっ た。 

 ま た、 吉田川関連の水質検査結果について は、 吉田川上流、 吉田川下流ひびき 工業団地前

の 2 地点について 、 大腸菌群数が B 類型を 超過し た。  

（ 令和元年度公共用水質調査業務報告書よ り ）  
 河川の水質保全については、 広域的な取組みが重要であり 、 河川流域市町で構成
さ れる 江合川及び鳴瀬川水質汚濁対策連絡協議会や鳴瀬川水系公害対策協議会など
の連携によ る 広域での水質汚濁防止対策の強化に努めており ます。  
 

注： Ａ ／4 の表現について は、分子について は環境基準値を 達成し た回数。分母は調査回数。  

※調査地点について は、 23 頁の「 海域・ 河川等水質調査地点位置図」 を 参照。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査地点（ ※）  環境基準類型 
調 査 項 目 

Ｂ Ｏ Ｄ  大腸菌群数 

鳴瀬川上流 河川Ｂ 類型 4／4 3／4 

東松島大橋 河川Ｂ 類型 4／4 3／4 

鳴瀬大橋 河川Ｂ 類型 4／4 4／4 

鳴瀬川河口 河川Ｂ 類型 4／4 4／4 

吉田川上流 河川Ｂ 類型 4／4 1／4 

吉田川ひびき 工業団地前 河川Ｂ 類型 4／4 2／4 

北上運河 環境基準指定な し  ― ― 

東名運河 環境基準指定な し  ― ― 
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鳴瀬川・ 吉田川等水質調査結果（ 年間平均値）  

調査地点 ｐ Ｈ  Ｂ Ｏ Ｄ  Ｓ Ｓ  Ｄ Ｏ  大腸菌群数 

鳴瀬川上流 7. 4 0. 9 12 10. 2 2, 300 

東松島大橋 7. 5 0. 9 11 10 2, 700 

鳴瀬大橋 7. 5 0. 9 13 10. 1 2, 300 

鳴瀬川河口 7. 5 0. 7 14 9. 7 570 

吉田川上流 7. 4 1. 7 16 9. 2 13, 700 

吉田川ひびき 工業団地前 7. 5 1. 2 14 9. 6 7, 900 

北上運河 7. 7 0. 8 12 8. 7 600 

東名運河 7. 8 0. 8 11 9. 0 700 

河川環境基準Ｂ 類型 6. 5～8. 5 3 以下 25 以下 5 以上 5, 000 以下 

単位： Ｂ Ｏ Ｄ ・ Ｓ Ｓ ・ Ｄ Ｏ について は mg/ℓ、 大腸菌群数について はＭＰ Ｎ /100ｍℓ 

※北上運河及び東名運河について は、 環境基準の指定な し 。  

「 詳細データ は第 5 章資料 54. 55 頁参照」  
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② 定川等 

定川 5 地点及び赤井堀・ 北上運河（ 大曲浜新橋） の水質調査は、 全 7 地点で年 4

回実施し ています。  

定川等の水質調査結果については、 中江川上流は、 ｐ Ｈ が 1 回環境基準を 超過し

たが、 年平均値では 4 地点と も 河川環境基準Ｃ 類型を 満足し た。 佐賀橋は、 炭酸同

化作用によ る 高ｐ Ｈ 状況が継続し て認めら れ、 特に、 5 月において は 10. 5 と 非常に高く 、

年間平均値で 基準値を 超過し た。 5 月の佐賀橋から 下流域の定川における Ｓ Ｓ は、 年間平均

値と 比較する と やや高い状態で あっ た。 農繁期の水田から の排水の影響等が推測さ れる 。 赤

井堀及び北上運河（ 大曲浜新橋） について 参考ま で に年平均値を 河川環境基準と 比較し た結

果、 2 河川と も にｐ Ｈ 、 Ｓ Ｓ 、 Ｄ Ｏ がＡ Ａ 類型に、 Ｂ Ｏ Ｄ がＡ Ａ 類型又はＡ 類型に、 それぞ

れ相当する 値で あっ たが、 大腸菌群数がＡ 類型を 超過する 値で あっ たため、 全体と し て B類

型に相当する ほど の水質で あっ た。  

（ 令和元年度公共用水域水質検査業務結果報告書よ り ）  

 

 

調査地点( ※)  
環境基準類型 

調査項目 

Ｂ Ｏ Ｄ  大腸菌群数 

中江川上流 河川Ｃ 類型 4／4 ― 

佐賀橋 河川Ｃ 類型 4／4 ― 

佐太夫橋 河川Ｃ 類型 4／4 ― 

定川橋 河川Ｃ 類型 4／4 ― 

定川河口 河川Ｃ 類型 4／4 ― 

赤井堀 環境基準指定な し  ― ― 

大曲浜新橋 環境基準指定な し  ― ― 

 

注： Ａ ／4 の表現について は、分子について は環境基準値を 達成し た回数。分母は調査回数。  

 

※調査地点について は、 23 頁の「 海域・ 河川等水質調査地点位置図」 を 参照。  
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定川・ 北上運河水質調査（ 年間平均値）  

調査地点 ｐ Ｈ  Ｂ Ｏ Ｄ  Ｓ Ｓ  Ｄ Ｏ  大腸菌群数 

中江川上流 8. 1 2. 0 8 10 10, 200 

佐賀橋 9. 3 2. 4 9 17 2, 900 

佐太夫橋 7. 3 2. 3 23 8. 8 5, 600 

定川橋 7. 3 1. 3 18 8. 3 6, 200 

定川河口 7. 5 1. 0 16 7. 9 6, 900 

赤井堀 7. 3 1. 4 21 8. 3 2, 100 

大曲浜新橋 7. 6 0. 9 10 8. 3 1, 300 

河川環境基準Ｃ 類型 6. 5～8. 5 5 以下 50 以下 5 以上 ― 

単位： Ｂ Ｏ Ｄ ・ Ｓ Ｓ ・ Ｄ Ｏ について は mg/ℓ、 大腸菌群数について はＭＰ Ｎ /100ｍℓ 

※赤井堀、 大曲浜新橋について は、 環境基準の指定な し 。  

「 詳細データ は第 5 章資料 58・ 59 頁参照」  
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③ 生活排水 

生活排水における 水質調査は、 市内 18 箇所の地点で年 1 回実施し ています。  

矢本地区の鉄工団地でｎ -ヘキサン 抽出物質（ 油分等ｐ 62 ページ参照） が 8 ㎎/ℓ 

 であっ たが、 生活排水路である こ と から 動植物油と 考え ら れる 。 なお、 Ｂ Ｏ Ｄ ・

Ｓ Ｓ の値は、 今回調査し た河川調査し た河川及び海域の値に比べて高い値を 示す

こ と から 、 生活排水が汚染源の一つになっ ている も のと 推測さ れる 。  

（ 令和元年度公共用水域水質検査業務結果報告書よ り ）  

 

水質調査結果（ Ｂ Ｏ Ｄ ・ Ｓ Ｓ ）  

Ｎ

Ｏ  
 調査地点( ※)  

Ｂ Ｏ Ｄ （ ㎎/ℓ）  Ｓ Ｓ （ ㎎/ℓ）  

Ｈ 29 Ｈ 30 R 元 Ｈ 29 Ｈ 30 R 元 

① 

矢 

 

本 

 

地 

 

区 

渋抜排水路 1. 0 1. 0 2. 2 13. 0 10 14 

② 鉄工団地 14. 0 250 49. 0 42. 0 24 29 

③ 貝田排水路 2. 2 4. 3 1. 6 9. 0 45 9 

④ 南区排水路 2. 2 1. 5 1. 9 14. 0 27 28 

⑤ 上小松生活排水路 1. 8 3. 2 1. 4 6. 0 8 5 

⑥ 赤井柳上区生活排水路 1. 6 3. 0 1. 9 18. 0 37 23 

⑦ 関の内農業用水  1. 2 4. 3 3. 0 9. 0 13 9 

⑧ 関の内生活排水  1. 5 3. 5 0. 9 11. 0 62 52 

⑨ 立沼住宅農業排水 0. 9 1. 6 1. 0 14. 0 26 26 

⑩ コ ミ セン 裏農業排水 0. 8 1. 4 0. 7 18. 0 36 19 

⑪ 浜須賀橋 1. 0 0. 9 1. 2 12. 0 5 17 

⑫ 鳴 

 

瀬 

 

地 

 

区 

田町長堀 1. 3 2. 0 2. 8 6. 0 5 23 

⑬ 浜市排水機場 1. 0 1. 0 1. 8 21. 0 18 26 

⑭ 中下 1. 5 2. 2 2. 3 24. 0 7 8 

⑮ 大塚排水溝 23. 0 33. 0 18. 0 18. 0 64 8 

⑯ 浅井排水機場 1. 2 0. 5 2. 5 7. 0 12 39 

⑰ 里浜 8. 3 9. 4 14. 0 10. 0 14 16 

⑱ ひびき 工業団地 6. 6 7. 9 14. 0 10. 0 17 18 

 

 

※調査地点について は、 24 頁の「 生活排水水質調査地点位置図」 を 参照。  
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【 海域】 大曲浜沖   
  

  

【 海域】 松島湾

 

【 河川】 鳴瀬川大橋下流

 

【 海域】 野蒜沖 
 

【 運河】 東名運河

 

【 河川】 鳴瀬川河口

 

【 運河】 北上運河

 

【 河川】 鳴瀬川大橋上流

 

【 河川】 吉田川上流 
 

【 河川】 鳴瀬川上流

  

【 河川】 定川河口 
  

【 河川】 定川赤井堀

 

【 河川】 定川定川橋

 

【 運河】 北上運河下浜橋

 

【 河川】 定川佐太夫橋 
  

【 河川】 定川佐賀橋

  

【 河川】 中江川上流

 

 

   

海域・ 河川等水質調査地点位置図 

【 河川】 吉田川ひびき 工業団地前 

【 海域】 大浜沖
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生活排水水質調査地点位置図 

 

●【 河川】 吉田川小野橋付近 

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

⑩ ｺﾐｾﾝ裏 農 業 排

 

 

  

 

⑯浅井排水機場   

  

③貝田排水機場

 

②鉄工団地

  

  

 

 

 

 

 

 

①渋抜排水路 

  

  

  

   

④南区排水機場

⑧関の内生活排水

⑦関の内農業用水

⑨旧立沼住宅付近農業排水

⑰里浜

⑬浜市排水機場

⑭中下

⑫田町長堀 

⑮大塚地区駅前排水路 

⑥赤井柳地区排水路
⑤上小松地区排水路

⑱ひびき 工業団地

⑪浜須賀橋 
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 騒音と は、「 やかまし い音」、「 好まし く ない音」 の総称で、 人に心理的・ 感覚的な不快感や嫌

悪感を与え、 生活環境を損なう 要因のひと つと さ れています。  

 その発生源は、 工場・ 事業所によるも の、 交通機関によるも の、 日常生活によるも のなど様々

です。 その中で、 本市においては航空自衛隊機の飛行による騒音が大きな問題と なっ ています。 

 

（ １ ） 環境基準について 

 昭和 48 年から 我が国における航空機騒音の評価指標と し て採用さ れてき た「 ＷＥ Ｃ Ｐ Ｎ Ｌ 」

は、「 う るさ さ 指数」 と も 呼ばれますが、 ①近年、 騒音測定機器の技術的進歩に伴い高度な測定

を簡易に行う こ と が可能と なっ たこ と 、 ②国際的には「 Ｌ ｄ ｅ ｎ 」（ またはこ れと 類似し た評価

指標） が主流と なっ ているこ と から 、 航空機騒音の新たな評価指標と し て、 平成 25 年 4 月 1 日

から 「 Ｌ ｄ ｅ ｎ 」 に変更さ れまし た。  

 本市においても 、平成 25 年度から 航空機騒音の評価指標を「 Ｌ ｄ ｅ ｎ 」に変更し ており ます。  

 

（ ２ ） 航空機騒音 

本市には、航空自衛隊松島基地が所在し ており 、市域の大部分において航空機による騒音にさ

ら さ れています。 そのため、 特に騒音の影響が大き い基地周辺地域や飛行直下区域では、 航空機

騒音を緩和するため、 国の施策によっ て住宅防音工事が実施さ れています。  

 航空機騒音の測定は、 平成 22 年度までは固定局 4 地点と 移動局 13 地点において行っ ており

まし たが、 平成 23 年東日本大震災で測定機器が流失し たこ と により 、 平成 23 年度から 平成 25

年度までは測定ができませんでし た。  

平成 26 年度から は移動局の測定を再開し 、 平成 27 年度から は順次測定機器を購入設置し 、

固定局の測定を再開し ており 、 令和元年度は、 固定局 4 地点及び移動局 7 地点で測定を実施し

まし た。  

 測定結果は、 固定局の YS-5 立沼地区センタ ーで 64dB と 環境基準を超える結果と なり 、 移動

局測定では、 全ての測定地点で環境基準を満たす結果と なり まし た。  
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【 固定局測定データ 】                      単位： Ｌ den（ dＢ ）  

測定 

機関 

調査 
地点 
番号 

 

年度 

所在地 

環境 
基準 

類型 
Ｈ 27 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｒ 元 

宮 

城 

県 

MS-3 矢本字四反走 158-2 無指定 50 54 55 57 57 

MS-6 牛網字平岡 6-1  Ⅱ類型 51 61 62 62 62 

東 

松 

島 

市 

YS-1 
大曲字筒場 65-1 

（ 大曲地区セン タ ー）  
無指定 46 52 52 53 54 

YS-5 
矢本字立沼 26-2 

（ 立沼地区セン タ ー）  
Ⅱ類型 ― 60 62 64 64 

YS-6 
牛網字下四十八 19-2 

（ 平岡地区セン タ ー）  
Ⅱ類型 ― 59 61 60 60 

YS-7 
野蒜ケ丘二丁目 2-1 

（ 里の公園西）  
無指定 ― ― 50 51 51 

資料： 宮城県、 市測定データ  

 

 

 

 

 

 

環境基準Ⅱ類型 
（62dＢ） 
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【 移動局測定データ 】                     単位： Ｌ den（ dＢ ）  

調査 
地点 
番号 

所 在 地 
環境 
基準 
類型 

環境 

基準 
Ｈ 27 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｒ 元 

Y－2 矢本字立沼 18 Ⅱ類型 62 52 55 59 62 54 

Y－4 矢本字鳥子 30 無指定 － 45 49 49 49 47 

Y－5 矢本字鹿石前 11 無指定 － 46 55 54 55 55 

Y－6 小松字上浮足 256-1 無指定 － 45 44 48 53 51 

Y－10 赤井字七反谷地 427-26 無指定 － 38 47 42 46 44 

Y－13 大曲字筒場 86-1 無指定 － 42 43 48 45 48 

Y－16 赤井字台 74-1 無指定 － 37 48 45 47 48 

Y－18 赤井字八反谷地 66-3 無指定 － － 46 46 48 ― 

 

 

 

 

環境基準Ⅱ類型 
（62dＢ） 
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（ 参考） 宮城県移動局測定データ  

単位： Ｌ den（ dＢ ）  

 

※ M-13 の測定地点は平成 29 年度までは「 矢本字寺前 247」 だっ たが、 平成 30 年度から は交通

騒音の影響の低い場所の「 矢本字三間堀 14」 に移動し た。 なお、 こ の移動は「 矢本字寺前

247」 を近隣の「 矢本字三間堀 14」 に移動し ただけで測定地点と し ては M-13 と し て継続し て

いる扱いと なっ ており ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査 
地点 

番号 
所 在 地 

環境 
基準 
類型 

環境 

基準 Ｈ 27 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 R 元 

M- 2 矢本字上河戸 36-1 無指定 － 41 51 49 54 54 

M- 3 牛網字駅前一丁目 2-1 無指定 － 45 54 51 51 51 

M- 4 矢本字穴尻 107 無指定 － 47 55 56 56 56 

M-12 大曲字堺堀 13-6 Ⅱ類型 62 42 55 58 59 59 

M-13 

( ※)  

矢本字寺前 247( ～H29)  

矢本字三間堀 14( H30～)  
無指定 － 45 53 51 53 53 

M-14 野蒜字中下地内 無指定 － 41 48 50 47 47 
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航空機騒音測定地点位置図( 固定局・ 移動局)  

 

 

 

  
 

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 

 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

-

 
 

 
 

 
 
 

  
 

市移動局 Y-10 

市移動局 Y-18 

市移動局 Y-16 

市移動局 Y-6 

市移動局 Y-13 

市固定局 YS-1 

市固定局 YS-5 

市移動局 Y-4 

市移動局 Y-2 

市固定局 YS-7 市固定局 YS-6 

市移動局 Y-5 



- 30 - 
 

（ ３ ） 自動車騒音 

 

自動車騒音については、 環境基本法に基づく 「 騒音に係る環境基準」 のほか、 騒音規制法に基づく

「 要請限度（ 限度を 超えた場合には、市町村長が公安委員会に対し 道路交通法による何ら かの措置を

と るこ と を要請できる基準）」 が定めら れています。  

自動車騒音の評価については、 平成 11 年度の「 騒音に係る環境基準」 の改正を 受け、 道路沿道の

住居など一戸一戸について評価する面的評価の手法が導入さ れまし た。  

自動車騒音の面的評価は、 権限移譲により 、 平成 24 年度から 市の事務と なり まし た。  

平成 30 年度は、 自動車騒音常時監視計画（ 平成 29 年度～令和 3 年度） で設定し た評価区間（ 10

区間） のう ち 2 路線 2 地点で自動車騒音を 測定し まし た。  

こ の測定結果及び前年以前の結果を 基に面的評価を 実施し たと こ ろ 、評価区間別では評価区間内の

対象戸数 883 戸のう ち、 昼間夜間と も に環境基準を 達成し た戸数は 833 戸（ 94. 3％） でし た。  

なお、 環境基準達成率（ 市全体） の推移は表のと おり です。  

 

令和元年度 自動車騒音面的評価結果（ 評価区間別）  

 路 線 名 

評価区

間延長

( km)  

評価対象 

戸数 

( 戸)  

昼間夜間と

も 環境基準

達成戸数 

( 戸)  

環境基準超過 

戸数（ 戸）  

昼間 

のみ 

夜間 

のみ 

1 一般国道 45 号（ 浜市～小野）   0. 6 28 28 0 0 

2 一般国道 45 号（ 小野～牛網）  1. 0 64 64 0 0 

3 一般国道 45 号（ 矢本～矢本）   0. 3 27 27 0 0 

4 一般国道 45 号（ 矢本～赤井）   3. 6 396 347 0 49 

5 奥松島公園線（ 新東名～野蒜）  2. 8 25 25 0 0 

6 矢本河南線（ 矢本～小松）  1. 0 157 157 0 0 

7 鳴瀬南郷線（ 小野～小野）      2. 0 170 170 0 0 

8 鳴瀬南郷線（ 小野～小野）      0. 2 3 3 0 0 

9 河南鳴瀬線（ 大塩～大塩）    0. 3 6 6 0 0 

10 矢本停車場線（ 矢本～矢本）  0. 1 7 6 0 1 

合 計 

11. 9 883 833 0 50  

割合 100％ 94. 3％ 0. 0％ 

 

5. 7％ 
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環境基準達成率（ 市全体） の推移 

年 度 
評価対象戸数 

( 戸)  

昼間夜間と も 環境

基準達成戸数( 戸)  

環境基準 

達成率 

平成 27 年度 801 745 93.0％ 

平成 28 年度 927 871 94.0％ 

平成 29 年度 885 836 94.5％ 

平成 30 年度 876 827 94.4％ 

令和元年度 883 833 94. 3％ 

（ 注） 本表の「 評価対象戸数」「 昼間夜間と も 環境基準達成戸数」 は、 交差道路等により 他

の評価区間と 重複する戸数を除いているため、自動車騒音面的評価結果（ 評価区間別）

の合計値と は一致し ていません。  
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0.02

0.025

0.03

0.035

0.04

0.045

0.05

0.055

0.06

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

空間放射線線量率
μSv/h

 

 

 

 

東日本大震災に伴う 空間放射線量の測定 

 

東日本大震災に伴い東京電力福島第一原子力発電所で発生し た事故に起因する放射性物質の

影響は宮城県内においても 確認さ れています。  

福島第一原子力発電所から 120ｋ ｍ圏内に位置する本市は、市内小中学校、保育所や公園各所

で空間放射線線量率測定を実施し その変化の監視を行なっ ており 、測定結果については、市報に

より 公表し ています。  

（ １ ） 放射線量の測定 

市庁舎西側に文部科学省が設置し た可搬型モニタ リ ングポスト により 空間放射線線量率を 測

定し た結果、 令和元年度は 7 月に測定さ れた 0.045μＳ ｖ /ｈ が年間最大値でし た。  

こ れは、 国が目標と し ている追加被ばく 線量年間１ ｍＳ ｖ 以下と なり ます。  

なお、 追加被ばく 線量年間１ ｍＳ ｖ と は、 国がＩ Ｃ Ｒ Ｐ （ 国際放射線防護委員会） の勧告を基

に、 追加被ばく 線量を勧告の下限レベルである「 年間１ ｍＳ ｖ 以下」 になるこ と を長期的な目標

と し た数値です。  

こ れは、『 社会的、 経済的要因を考慮に入れながら 、 合理的に達成可能な限り 、 低く 抑えるべき 』

と し た放射線防護上での値であり 、 安全と 危険の境界を意味するも のではあり ません。  

また、 追加被ばく 線量と は、 自然被ばく 線量及び医療被ばく を除く も のを示し ます。  

  4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

最大値 0.031 0.036 0.043 0.045 0.034 0.036 0.037 0.033 0.032 0.033 0.037 0.033 

最小値 0.030 0.031 0.032 0.032 0.033 0.032 0.032 0.031 0.030 0.030 0.030 0.030 

平   均 0.030 0.032 0.034 0.034 0.033 0.033 0.033 0.032 0.031 0.031 0.031 0.031 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※午前 8 時現在の数値を 使用 ・  空間放射線率： 対象と する 空間の単位時間当たり の放射線量 

引用元： 原子力規制委員会放射線モニタ リ ング情報ポータ ルサイ ト  
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「参  画」 

 

環境保全及び創造の推進 
 

 

 

 

東松島市第２ 次環境基本計画 

「 基本目標 ３ 」 環境にやさ し いまちづく り を推進し ます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 
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地球温暖化 

 

（ １ ） 地球温暖化による 影響 

 地球温暖化は、大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスの大気中濃度が増加し 、こ れに伴っ て

太陽から の日射や放射する熱の一部が、バラ ンスを超えて温室効果ガスに吸収さ れるこ と により

地表面の温度が上昇する現象です。  

 

地球温暖化の影響 

1. 最大日降水量の増加。 大雨の日数の増加。  

2. 非常に強い台風の増加。 洪水や高潮被害の増加。 砂浜の喪失 

3. 松枯れ危険域の面積の増加。 高山植物群落の減少。 サンゴの白化 

4. 作物・ 果物の栽培適地の変化。 回遊魚の生息適地の変化 

5. 熱中症の増加。 マラ リ アなどの流行 

などが挙げら れます。  

 

（ ２ ） 国際的な取り 組み 

 地球温暖化対策は全世界的な取り 組みであり 、 国連の気候変動枠組条約締約国際会議（ COP）

で各国の代表者が議論を継続し ています。  

 

COPで締結さ れた国際条約 

【 京都議定書】  

 1997 年に京都で開催さ れた COP3 で採択。  

 「 温室効果ガスを 2008 年から 2012 年の間に、 1990 年比で 5％削減するこ と 」  

  各国の削減義務： EU 8％ ・  アメ リ カ  7％ ・  日本 6％ 

 ※議定書には途上国には、 削減義務を求めていない。 こ れは、 気候変動枠組条約の「 歴史的に

排出し てき た責任のある先進国が、最初に削減対策を行う べき である。」と いう 合意である。  

 

【 パリ 協定】  

 京都議定書以降の気候変動に対し 、 途上国も 含めた「 化石燃料を使わないこ と を目指す、 人類

史上初のルール」 で 20015 年 12 月に COP21 で 190 カ 国以上が合意し 採択さ れた。 その後、 2016

年 4 月に発効さ れ、 法的な効力を持つよう になり 、 現在 147 カ 国・ 地域が締結し ている。  

 

協定における目標 

 ・ 産業革命前から の地球の気温上昇を 2℃より 十分低く 保つ。 1. 5℃以下に抑える努力をする

こ と 。  

 ・ そのために、 21 世紀の後半に世界の温室効果ガス排出量を自質ゼロにするこ と 。  
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 こ の目標達成のために、 各国に対し ては「 自主的な削減目標を国連に出すこ と 」 と「 達成のた

め、 削減に向けた国内の対策を取るこ と 」 を義務づけている。  

日本の目標 2030 年度の温室効果ガスの排出を 2013 年度の水準から 26％削減するこ と 。  

 

（ ３ ） 東北Ｓ Ｄ Ｇ s 未来都市サミ ッ ト  

 令和 2 年 1 月 16 日に秋田県仙北市角館交流センタ ーで第 2 回東北Ｓ Ｄ Ｇ s 未来都市サミ ッ ト

で全国 3 例目の「 気候非常事態宣言」 が採択さ れ、 再生可能エネルギーの利用や地球環境に配

慮し た消費行動の普及を図り 、 地球温暖化防止に資する取組を推進する宣言がなさ れた。  

 

（ ４ ） 市の取組 

市では、 平成 23 年 12 月 22 日に政府の新成長戦略に位置づけら れた「 環境未来都市」 に選定

さ れまし た。 こ れは、 環境や超高齢化対応などに関し て、 ビジネスモデル・ まちづく り などにお

いて世界に類のない成功事例を創出し 、 それを国内外に普及展開するこ と で、 需用拡大、 雇用創

出等を実現し 、 日本全体の持続可能な経済社会の発展実現を目指すも のです。  

また、 平成 25 年 2 月に東松島市地域エネルギービジョ ンを作成し 、 2009 年の市民１ 人当たり

二酸化炭素排出量 4. 1 ト ンを 2022 年には 3 ト ンまでに削減する目標を定め、 再生可能エネルギ

ーの導入促進及び省エネルギーの促進により 、化石燃料に由来するエネルギー消費量の削減を推

進するこ と に努めています。  

 

【 地球温暖化に対する市の事業】  

①スマート 防災エコ タ ウン 

 災害公営住宅（ 市営柳の目東災害公営住宅） と 周辺医療機関、 公共施設等を結ぶ自営線によ

るエネルギーネッ ト ワーク です。  

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 事業概要】  

・ 竣  工 平成 26 年 4 月 

・ 所  在 東松島市柳の目北地区 

・ 計画戸数 戸建住宅 70 戸・ 集合住

宅 15 戸・ 集会場 1 カ 所 

・ 敷地面積 約 4ｈ ａ  

・ 発 電 量  太 陽 光 発 電 シ ス テ ム 

459kw 

・ 環境効果 太陽光発電で年間 307t

の CO2 を削減 

 



- 37 - 
 

②メ ガソ ーラ ー『 東松島市「 絆」 ソ ーラ ーパーク 』  

 

③被災家屋等太陽光発電等導入促進事業 

 東日本大震災で被災し た市民及び事業者がエネルギーの自給化及び防災意識の高揚を 図るこ

と を目的にと し て、 太陽光発電システム等の設置をし た場合、 補助金の交付を行っ ています。  

 

令和元年度 設置基数 

 市 民 事業者 

太陽光発電システム 61 0 

リ チュ ウムイ オン蓄電池 22 0 

エネルギー管理システム 10 0 

設置基数合計：   93 基 ・  CO2 削減効果：      270, 078kg－CO2／年 

 

平成 26 年度から の実績                  （ 単位： kg- CO2／年）  

 H27 H28 H29 H30 R元 計 

太陽光発電システム 132 100 88 64 93 477 

Ｃ Ｏ 2 削減効果 381, 552 297, 166 260, 242 141, 106 270, 078 1, 350, 144 

 

④高効率給湯器等普及促進事業 

 平成 24 年より 県税と し て導入さ れた「 みやぎ環境税」 のう ち、 市町村へ交付さ れる補助金を

活用し 、消費電力の削減と 温暖化を助長する二酸化炭素の排出抑制を目的と し た高効率給湯器及

び環境配慮型照明を導入する事業を実施し ています。  

                              （ 単位： kg- CO2／年）  

補助機器 交付件数 CO2 削減効果  

CO2 冷媒ヒ ート ポンプ給湯器( エコ キュ ート )  78 58, 500 

潜熱回収型給湯器( エコ ジョ ーズ・ エコ フ ィ ール)  5 930 

ヒ ート ポンプ・ ガス瞬間式併用型給湯器( エコ ワン )  6 4, 386 

   計 89 63, 816 

 

【 事業概要】  

・ 竣  工 平成 24 年 12 月 

・ 所  在 東松島市奥松島公園跡地 

の一部（ 約 47, 000 ㎡）  

・ 連携容量 1, 990kw（ 約 2 メ ガワッ ト ） 

・ 発電量  年間約 210 万ｋ ｗ ｈ  

( 一般家庭約 600 世帯分の年間電気使用 

料に相当）  

・ 環境効果 年間 1, 000t の CO2 削減 

( 一般家庭約 200 世帯分の年間排出量に 

相当）  
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平成 27 年度から の実績                                        （ 単位： kg- CO2／年）  

 H27 H28 H29 H30 R元 計 

設置基数 158 166 156 93 89 662 

CO2 削減効果 117, 288 120, 980 113, 445 66, 740 63, 816 482, 269 

 

⑤防犯灯Ｌ Ｅ Ｄ 化事業 

市内の防犯灯をＬ Ｅ Ｄ タ イ プに変更し まし た。  

 H27 H28 H29 H30 R元 計 

設置基数 61 85 61 81 160 448 

CO2 削減効果 5, 982 9, 186 5, 133 10, 194 5, 153 35, 648 

 

 

⑥事業全体の二酸化炭素削減量                 （ 単位： ｔ - CO2／年）  

 H27 H28 H29 H30 R元 計 

①スマート 防災エコ タ ウン 307 307 307 307 307 1, 535 

②メ ガソ ーラ ー 1, 000 1, 000 1, 000 1, 000 1, 000 5, 000 

③太陽光発電等導入促進事業 382 297 260 141 270 1, 350 

④高効率給湯器等普及促進事業 117 121 113 67 64 482 

⑤防犯灯 LED化事業 6 9 5 10 5 35 

合計 1, 812 1, 734 1, 685 1, 525 1, 646 8, 402 
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（ １ ） ごみ発生量・ 家庭系事業系別排出量 

 

 

①ごみ発生量 

ごみ排出量と 集団回収の合計値と し た過去 5 年間（ 平成 27 年度～令和元年度） のごみ発生量

は下表のと おり です。  

ごみ排出量①は市内で排出さ れる「 可燃ごみ・ 資源ごみ・ 粗大ごみ」 の総量を示す数値で、 令

和元年度では、 13,554t と 前年度比較で 11t の増加でし た。 また、 市民団体などが実施し ている

「 資源ごみの集団回収②」 は回収団体の減少などにより 大き く 減少傾向にあり ます。  

 

（ 単位： ｔ ）  

区  分 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

ごみ排出量① 13,350 13,603 14,013 13,543 13,554 

集団回収② 436 427 390 318 290 

ごみ発生量①＋② 13,786 14,030 14,403 13,861 13,844 

                              

 

 

 

 

427 



- 42 - 
 

 

②家庭系・ 事業系排出量 

家庭系ごみ、 事業系ごみに分けた発生系別ごみ排出量の内訳は、 下表のと おり で、 家庭系ご

みの占める割合は約 75％でし た。（ 家庭系ごみ 10,185t／全体量 13,544t×100％）  

（ 単位： ｔ ）  

区  分 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

家庭系ごみ（ 委託収集・ 住民持込）  10,417 10,318 10,364 10,134 10,185 

  可燃ごみ（ 石巻広域分）      ① 8,031 7,963 7,971 7,811 7,870 

 資源ごみ( リ サイ ク ルセンタ ー分)  ② 1,878 1,844 1,816 1,745 1,682 

  資源ごみ（ 容器包装プラ スチッ ク ） ③ 139 141 147 150 148 

 資源ごみ（ 廃食用油）            ④ 3 3 3 2 2 

 粗大ごみ・ 不燃ごみ       ⑤ 366 367 427 426 483 

事業系ごみ（ 許可・ 直搬搬入）  2,933 3,285 3,649 3,409 3,369 

 可燃ごみ( 石巻広域分)            ⑥ 2,805 3,039 3,486 3,297 3,234 

  資源ごみ( リ サイ ク ルセンタ ー分)  ⑦ 36 34 35 31 29 

 粗大ごみ・ 不燃ごみ             ⑧ 92 212 128 81 106 

 計 13,350 13,603 14,013 13,543 13,544 

 

可燃ごみ（ 石巻広域分） ①＋⑥ 10,836 11,002 11,457 11,108 11,104 

資源ごみ ②＋③＋④＋⑦ 2,056 2,022 2,001 1,928 1,861 

粗大ごみ・ 不燃ごみ ⑤＋⑧ 458 579 555 507 589 

 

 

10, 417

10, 318

10, 364

10, 134

10, 185

2, 933

3, 285

3, 649

3, 409

3, 369

0 2, 000 4, 000 6, 000 8, 000 10, 000 12, 000 14, 000 16, 000 18, 000

27年度

28年度

29年度

30年度

元年度

排出量（ ｔ /年）

(  年 度 )
家庭系 事業系

【 13, 350】

【 13, 603】

【 14, 013】

【 13, 543】

【 13, 554】
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令和元年度のごみ質別排出量の割合は、 可燃ごみ 82％・ 資源ごみ 14％・ 粗大、 不燃ごみ 4％

の割合でし た。  

 

 

③廃品回収奨励金交付事業 

 子供会や町内会などが実施する集団回収について、 その活動を 支援するため「 廃品回収奨励金」 と

し て回収量に応じ た奨励金を 交付し ています。（ 紙類・ びん類・ 金属類の各品目１ kg 当たり 3 円令和

元年度実績では、 申請件数 177 件に対し 290ｔ 分の奨励金が交付さ れまし た。  

 実施団体は減少傾向にあり 、 また回収量も 同様に減少し ていますが、 今後、 市広報やごみ分別説明

会などで啓発を行い事業のさ ら なる拡充を 行っ ていき ます。  

 

年度 回収量計 

（ ｔ ）  

紙類 

（ ｔ ）  

びん類 

（ ｔ ）  

金属類 

（ ｔ ）  

その他 

（ ｔ ）  

申請件数 奨励金 

（ 千円）  

H 27 436 403 6 22 5 219 1,299 

H 28 427 395 5 20 7 218 1,272 

H 29 390 354 5 25 6 203 1,159 

H 30 318 288 4 20 6 186 946 

R 元 290 261 3 20 6 177 862 
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（ ２ ） ごみ処理状況 

 

① 可燃ごみ処理量（ 石巻広域ク リ ーンセンタ ー分）  

平成 27 年度から 令和元年度までの５ カ 年の可燃ごみ処理状況を下表に示し ています。  

  処理量の合計数値は 10,000t～11,000t 台で推移し 、 令和元年度では 11,104t でほぼ横ばい

状態です。  

   家庭系合計の欄では、 5 年間変化はなく 、 事業系許可業者の搬入量が 28 年度以降増加傾

向にあり ます。  

 

（ 単位： ｔ ）  

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

家庭系 委託収集      ① 8,012 7,950 7,955 7,793 7,854 

住民持込      ② 18 13 16 18 16 

家庭系合計 8,030 7,963 7,971 7,811 7,870 

 

事業系 

許可業者      ③ 2,083 2,352 2,710 2,621 2,652 

事業者       ④ 720 684 773 674 580 

管理者       ⑤ 3 3 3 2 2 

事業系合計 2,806 3,039 3,486 3,297 3,234 

可燃ごみ処理量 ⑥（ Σ①～⑤） 10,836 11,002 11,457 11,108 11,104 

月平均処理量 （ ⑥／処理月数） 903 917 955 926 925 
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② 資源ごみ、 粗大ごみ・ 不燃ごみの処理量 

資源ごみは矢本リ サイ ク ルセンタ ーで中間処理を行い、粗大ごみ・ 不燃ごみは鳴瀬一般廃棄物

最終処分場で分別し 最終処分（ 埋立） を行います。  

資源ごみ、 粗大ごみ・ 不燃ごみの処理数量は次のと おり です。  

（ 単位： ｔ ）  

    区  分   27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

資
源
ご
み
等
排
出 

家
庭
系 

委託収集 ① 2,011 1,959 1,953 1,884 1,821 

住民持込 ② 375 378 440 440 494 

事業系（ 管理者ほか）  ③ 128 245 163 112 135 

資源ごみ等排出量 計 ①＋②＋③ 2,514 2,582 2,556 2,436 2,450 

中 

間 

処 

理 

の 

状 

況 

資
源
化
量 

紙 類 ④ 1,026 1,008 989 927 868 

金属類 ⑤ 254 300 298 329 328 

ビ ン類 ⑥ 377 319 362 316 305 

ペッ ト ボト ル ⑦ 115 116 116 135 127 

容器包装プラ スチッ ク  ⑧ 139 141 145 144 141 

硬質プラ スチッ ク  ⑨ 21 24 73 28 30 

布 類 ⑩ 91 83 86 92 95 

木く ず ⑪ 79 60 73 98 91 

ガラ ス・ 陶磁器類 ⑫ 70 66 68 74 70 

廃食用油 ⑬ 3 3 2 2 2 

その他 

（ 有害ごみ、 廃タ イ ヤ）  
⑭ 31 16 16 17 18 

資源化量 計 
 

（∑④～⑭） 
2,206 2,136 2,228 2,162 2,075 

※資源化率（ 資源化量/搬入量×100%） 87.7 82.7 87.2 88.8 84.7 

分別残渣（ 石巻広域収集ごみ

直営分）  
 255 347 348 282 269 

 

※回収し た資源ごみの約 84.7％を資源化するこ と によっ て、 埋立処理量を削減し 、 最終処分場

の延命化へと つながっ ています。  
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③廃食用油回収 

平成 19 年 5 月から 資源循環型社会の構築と 廃棄物減量を目的に、 家庭から 排出さ れる廃食

用油の回収を行っ ています。  

こ の事業で回収さ れた廃食用油は、 イ ンク （ ボールペン用等） などに再利用し て廃棄物再資

源化及び減量等に貢献し ています。  

 

令和元年度回収量： 2,196ℓ 
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④容器包装プラ スチッ ク 類の分別収集 

 容器包装プラ スチッ ク の収集は、 毎週水曜日に回収し 、 過去 5 年間の回収量は 140～150t

で、 収集さ れた資源物は市内の民間企業でリ サイク ルさ れており ますが、 回収し た中に資源化

に適さ ないも のも 含まれており 、 年間約 7t 前後可燃ごみと し て焼却し ており ます。  

   

（ 単位： ｔ ）  

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

回収量 147 147 147 150 148 

返却量（ 可燃ごみ）  8 6 2 6 7 

処理量（ 資源化）  139 141 145 144 141 

 

⑤リ サイ ク ル率の推移 

リ サイ ク ル率は、 令和元年度実績 19. 0％と なっ ています。  

今後は、 ごみの排出抑制と 資源ごみ等の分別徹底の啓発等により 、 リ サイ ク ル率の向上を目

指し ます。  

リ サイ ク ル率の推移は次のと おり です。                                 （ 単位： ｔ ）  

   27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

ごみ処理量＋集団回収 ａ  13,786 14,030 14,403 13,861 13,844 

資 資源化量（ 矢本リ サイ ク ルセンタ ーほか） ① 2,206 2,136 2,228 2,162 2,075 

源 

化 

資源化量（ 石巻広域分）         ② 368 427 427 370 263 

集団回収               ③ 436 427 390 318 290 

資源化量＋集団回収 ｂ (①＋②＋③) 3,010 2,990 3,045 2,850 2,628 

リ サイ ク ル率（ ｂ ／ａ ×100） ％ 21.8 21.3 21.1 20.6 19.0 

※資源化量（ 石巻広域分） については、 可燃ごみを広域ク リ ーンセンタ ーで焼却し た後に、 焼

却残渣物の中に含まれるアルミ や鉄類等です。  

 

⑥最終処分率の推移 

本市の最終処分率は、 令和元年度実績で 0. 9％です。  

最終処分率の推移は次のと おり で、平成 28・ 30・ 元年度において最終処分量が少ない原因は、

石巻広域ク リ ーンセンタ ーから の焼却残渣の搬入がなかっ たためです。  

最終処分率 5 カ 年を平均すると 4. 2％と 最終処分率目標値（ 令和 8 年度： 5％） を下回る結果

と なっ ており ます。  

今後も 現在ある最終処分場の延命化を図るため、 今後と も ごみ減量の啓発と 中間処理の充実

を図り 、 最終処分率の減少を目指し ます。  

（ 単位： ｔ ）  

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

ごみ排出量  ａ  13,350 13,603 14,403 13,861 13,844 

最終処分量  ｂ  1,190 165 1,232 164 118 

最終処分率（ ｂ ／ａ ×100） ％ 8.9 1.2 8.8 1.2 0.9 
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⑦市民一人１ 日当たり ごみ排出量 

 市民一人１ 日当たり ごみ排出量は、 東松島市一般廃棄物処理基本計画（ 平成 29 年 3 月策定）

において令和 8 年度目標を 845ｇ と 設定し ています。  

 令和元年度の排出量は932g と 処理計画における年度目標値937g と ほぼ同じ 数値と なり まし

た。  

（ 単位： ｋ ｇ ）  

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

人口（ 10 月 1 日現在）    a 40,199 人 40,279 人 40,258 人 40,161 人 39,816 人 

可燃ごみ総排出量      b 

（ ク リ ーン セン タ ー搬入量）  
11,090,870 11,343,100 11,805,650 11,389,480 11,103,530 

資源 リ サイ ク ルセンタ ー 

搬入量               c 
1,914,250 1,877,880 1,851,750 1,776,210 1,710,790 

資源 容器包装プラ 資源量  d 139,160 141,500 144,910 144,470 141,130 

資源 廃食用油            e 3,288 2,742 2,488 1,770 2,196 

粗大・ 不燃ごみ総量       f 

（ 鳴瀬処分場搬入量－可燃物

分別残渣）  

202,750 237,680 206,490 225,150 302,530 

集団回収量        g 436,429 427,162 389,517 318,429 290,805 

総排出量 （ b～g）     h  13,786,747 14,030,064 14,400,805 13,855,509 13,550,981 

一人１ 日排出量  

（ g×1,000／a／365 日）  
940ｇ  954ｇ  953g  945g  932g  

市一般廃棄物処理計画に定め

る 一人１ 日排出量目標値 
806ｇ  976ｇ  963g  950g  937g  
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令和元年度における環境苦情調査の結果は、 以下のと おり です。  

 

東松島市環境苦情調査結果一覧表 

 

№ 地域 発生源 
苦情 

内容 
備  考 

1 大塩 民家 野焼き 生活ごみ焼却による煙害 

2 赤井 市道 不法投棄 生活ごみ不法投棄 

3 赤井 農道 不法投棄 生活ごみ不法投棄 

4 大曲 集積所 不法投棄 事業所ごみ不法投棄 

5 赤井 不明 大気・ 悪臭 塩素臭的な刺激臭、 目がチカ チカ する 

6 赤井 事務所 悪臭 簡易ト イ レから の悪臭 

7 牛網 作業場 悪臭 漁網洗浄によるシンナー臭 

 

 

○遊休宅地管理 

 空き 地などの草刈に関する苦情処理件数 

矢本 大曲 赤井 大塩 小松 小野 牛網 野蒜 新東名 浜市 宮戸 合計 

11 16 10 5 5 13 5 2 12 2 2 83 
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（ １ ） 海域測定データ 経年変化                           

 

○海域水質検査 

検査 

場所 

検 査 

年月日 
ｐ Ｈ  

Ｃ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｄ Ｏ  

(m g／ℓ) 

大腸菌群数 

(ＭＰ Ｎ ／100ｍℓ) 

ノ ルマン ヘキサン

抽出物質(m g／ℓ) 
透視度 

 

大 

 

浜 

 

沖 

 

元 . 5 . 2 4 8.3 2.8 9.4 1.8 未満 0.5 未満 30 以上 

元 . 6 . 1 3 8.2 2.6 8.5 1.8 未満 0.5 未満 30 以上 

元 . 8 . 1 3 8.2 2.0 8.0 7.8 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 0 . 8 8.1 1.8 7.6 33 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 2 . 1 0 8.1 1.6 9.2 4.5 0.5 未満 30 以上 

2 . 2 . 1 7 8.1 1.3 10.0 2.0 0.5 未満 30 以上 

平 均 値 8.2 2.0 8.9 8.5 0.5 未満 ― 

海域環境基準 A 類型 7.8～8.3 2 以下 7.5 以上 1,000 以下 検出さ れないこ と  － 

 

野 

 

蒜 

 

沖 

元 . 5 . 2 4 8.1 4.0 9.4 790 0.5 未満 30 以上 

元 . 6 . 1 3 8.2 2.7 8.8 1.8 0.5 未満 30 以上 

元 . 8 . 1 3 8.2 2.7 7.8 330 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 0 . 8 8.1 2.1 7.8 79 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 2 . 1 0 8.1 1.8 10 70 0.5 未満 30 以上 

2 . 2 . 1 7 8.1 1.5 10 790 0.5 未満 30 以上 

平 均 値 8.1 2.5 9.0 343 0.5 未満 ― 

海域環境基準 A 類型  7.8～8.3 2 以下 7.5 以上 1,000 以下 検出さ れないこ と  － 

 

松 

 

島 

 

湾 

元 . 5 . 2 4 7.9 4.3 9.0 790 0.5 未満 30 以上 

元 . 6 . 1 3 8.0 3.0 8.4 1.8 未満 0.5 未満 30 以上 

元 . 8 . 1 3 7.8 3.5 5.9 33 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 0 . 8 7.9 2.9 7.6 170 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 2 . 1 0 8.2 2.0 11 11 0.5 未満 30 以上 

2 . 2 . 1 7 8.1 1.8 11 170 0.5 未満 30 以上 

平 均 値 8.0 2.9 8.8 196 0.5 未満 ― 

海域環境基準 A 類型  7.8～8.3 2 以下 7.5 以上 1,000 以下 検出さ れないこ と  － 

大 

 

曲 

 

浜 

 

沖 

元 . 5 . 2 4 8.3 3.6 9.3 7.8 0.5 未満 30 以上 

元 . 6 . 1 3 8.2 2.6 8.7 1.8 未満 0.5 未満 30 以上 

元 . 8 . 1 3 8.2 2.7 8.2 7.8 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 0 . 8 8.1 2.4 7.8 79 0.5 未満 30 以上 

元 . 1 2 . 1 0 8.1 1.8 9.3 1.8 未満 0.5 未満 30 以上 

2 . 2 . 1 7 8.1 1.5 10 790 0.5 未満 30 以上 

平 均 値 8.2 2.4 8.9 148 0.5 未満 ― 

海域環境基準 A 類型  7.8～8.3 2 以下 7.5 以上 1,000 以下 検出さ れないこ と  － 

（ 注） 網掛け部分は環境基準超過を示し ます。  
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1.8 

2.2 2.2 
2.4 

2.0 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元

( ㎎/ℓ )

年度

大浜沖 ＣＯＤ

2.0 

2.5 
2.8 

2.6 2.5 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元

( ㎎/ℓ )

年度

野蒜沖 ＣＯＤ

2.2 

2.7 2.7 2.7 
2.9 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元

( ㎎/ℓ)

年度

松島湾 ＣＯＤ

1.6 

2.5 
2.3 2.2 

2.4 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ元

( ㎎/ℓ )

年度

大曲浜 ＣＯＤ

 

 ○海域 COD（ 年平均値）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 類型環境基準（ 2 ㎎/ℓ以下）  

Ａ 類型環境基準（ 2 ㎎/ℓ以下）  

Ａ 類型環境基準（ 2 ㎎/ℓ以下）  

Ａ 類型環境基準（ 2 ㎎/ℓ以下）  
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（ ２ ） 河川測定データ 経年変化                           

○鳴瀬地区河川水質検査 

検 査 

場 所 

検 査 

年月日 
ｐ Ｈ  

Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

Ｄ Ｏ  

(m g／ℓ) 

大腸菌群数 

(ＭＰ Ｎ ／100ｍℓ) 
透視度 

 

 

鳴瀬川 

上 流 

元 . 5 . 1 6 7.3 0.9 23 9.3 790 30 以上 

元 . 8 . 1 5 7.7 1.3 13 8.4 5,400 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.3 0.6 9 10 2,400 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.4 0.9 4 13 790 30 以上 

平 均 値 7.4 0.9 12 10.2 2,300 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

 

東松島 

大 橋 

元 . 5 . 1 6 7.3 1.1 24 9.3 3,500 25 

元 . 8 . 1 5 7.7 0.8 9 8.1 1,700 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.5 0.8 7 10 5,400 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.5 0.8 3 13 220 30 以上 

平 均 値 7.5 0.9 11 10 2,700 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

 

鳴 瀬 

大 橋 

元 . 5 . 1 6 7.2 1.1 33 9.4 3,500 30 以上 

元 . 8 . 1 5 7.7 0.8 9 8.1 1,700 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.4 0.8 6 10 3,500 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.5 0.8 5 13 700 30 以上 

平 均 値 7.5 0.9 13 10.1 2,300 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

 

鳴瀬川 

河 口 

元 . 5 . 1 6 7.2 0.5 25 9.3 790 18 

元 . 8 . 1 5 7.5 0.9 17 7.3 1,100 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.5 0.5 未満 9 10 330 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.7 0.7 6 12 79 30 以上 

平 均 値 7.5 0.7 14 9.7 570 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

 

 

吉田川 

上 流 

元 . 5 . 1 6 7.2 2.4 38 8.3 1,300 15 

元 . 8 . 1 5 7.6 1.8 13 7.3 24,000 以上 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.4 1.4 5 10 24,000 以上 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.2 1.2 7 11 5,400 30 以上 

平 均 値 7.4 1.7 16 9.2 13,700 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

吉田川

ひびき

工業団

地  前 

元 . 5 . 1 6 7.3 1.7 35 8.6 490 17 

元 . 8 . 1 5 7.4 1.5 11 6.8 1,700 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.5 0.8 7 10 24,000 以上 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.6 0.9 4 13 5,400 30 以上 

平 均 値 7.5 1.2 14 9.6 7,900 ― 

河川環境基準 B 類型 6.5～8.5 3 以下 25 以下 5 以上 5,000 以下 － 

（ 注） 網掛け部分は環境基準超過を示し ます。  
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○鳴瀬地区河川水質検査 

検 査 

場 所 

検 査 

年月日 
ｐ Ｈ  

Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

Ｄ Ｏ  

(m g／ℓ) 

大腸菌群数 

(ＭＰ Ｎ ／100ｍℓ) 
透視度 

 

北 上 

運 河 

元 . 5 . 1 6 7.1 1.0 29 7.9 490 30 以上 

元 . 8 . 1 5 7.8 1.2 11 6.7 700 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.9 0.5 未満 4 9.1 1,300 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.9 0.6 4 11 70 30 以上 

平 均 値 7.7 0.8 12 8.7 600 ― 

環 境 基 準 指 定 な し  － － － － － － 

 

東 名 

運 河 

元 . 5 . 1 6 7.4 0.5 22 9.1 1,300 25 

元 . 8 . 1 5 7.8 1.2 11 6.7 700 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.9 0.8 8 9.2 790 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.9 0.7 3 11 11 30 以上 

平 均 値 7.8 0.8 11 9.0 700 ― 

環 境 基 準 指 定 な し  － － － － － － 
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○鳴瀬地区河川Ｂ Ｏ Ｄ （ 年平均値）  

 

 

 

 

 

 

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  
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類型指定なし  
 

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  

Ｂ 類型環境基準（ 3 ㎎/ℓ以下）  
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○矢本地区河川水質検査 

 

検 査 

場 所 

検  査 

年 月 日 
ｐ Ｈ  

Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

Ｄ Ｏ  

(m g／ℓ) 

大腸菌群数 

(ＭＰ Ｎ ／100ｍℓ) 
透視度 

中江川 

上 流 

元 . 5 . 1 6 7.8 2.1 9 10 330 30 以上 

元 . 8 . 1 5 8.1 1.8 8 8.2 16,000 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 8.6 2.4 11 11 24,000 以上 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.9 1.7 5 12 790 30 以上 

平 均 値 8.1 2.0 8 10 10,200 － 

河川環境基準 C 類型 6.5～8.5 5 以下 50 以下 5 以上 － － 

佐賀橋 

元 . 5 . 1 6 10.5 1.9 5 25 45 30 以上 

元 . 8 . 1 5 9.4 3.4 22 12 1,100 22 

元 . 1 1 . 1 4 8.9 1.7 3 13 1,100 30 以上 

2 . 2 . 1 3 8.5 2.7 7 16 9,200 30 以上 

平 均 値 9.3 2.4 9 17 2,900 － 

河川環境基準 C 類型 6.5～8.5 5 以下 50 以下 5 以上 － － 

佐太夫橋 

元 . 5 . 1 6 7.0 2.1 42 8.8 330 13 

元 . 8 . 1 5 7.2 1.8 24 7.2 16,000 27 

元 . 1 1 . 1 4 7.4 3.0 15 9.1 5,400 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.5 2.1 10 10 490 30 以上 

平 均 値 7.3 2.3 23 8.8 5,600 － 

河川環境基準 C 類型 6.5～8.5 5 以下 50 以下 5 以上 － － 

定川橋 

元 . 5 . 1 6 7.0 1.6 32 8.2 3,500 15 

元 . 8 . 1 5 7.2 1.7 17 7.0 16,000 26 

元 . 1 1 . 1 4 7.5 0.8 12 7.9 5,400 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.5 1.0 10 10 130 30 以上 

平 均 値 7.3 1.3 18 8.3 6,200 － 

河川環境基準 C 類型 6.5～8.5 5 以下 50 以下 5 以上 － － 

定 川 

河 口 

元 . 5 . 1 6 7.1 1.2 34 8.4 24,000 以上 15 

元 . 8 . 1 5 7.3 1.4 12 6.7 2,800 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.9 0.5 9 7.4 490 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.7 0.9 9 9.1 490 30 以上 

平 均 値 7.5 1.0 16 7.9 6,900 － 

河川環境基準 C 類型 6.5～8.5 5 以下 50 以下 5 以上 － － 

 

（ 注） 網掛け部分は環境基準超過を示し ます。  
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○矢本地区河川水質検査 

検 査 

場 所 

検  査 

年 月 日 
ｐ Ｈ  

Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

Ｄ Ｏ  

(m g／ℓ) 

大腸菌群数 

(ＭＰ Ｎ ／100ｍℓ) 
透視度 

赤井堀 

元 . 5 . 1 6 6.9 1.8 39 8.2 2,200 15 

元 . 8 . 1 5 7.5 1.7 19 7.5 1,700 26 

元 . 1 1 . 1 4 7.3 0.9 9 7.4 3,500 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.5 1.3 15 10 1,300 30 以上 

平 均 値 7.3 1.4 21 8.3 2,100 － 

環 境 基 準 指 定 な し  － － － － － － 

大曲浜 

新 橋 

元 . 5 . 1 6 7.3 0.7 16 8.1 1,300 30 以上 

元 . 8 . 1 5 7.4 1.4 15 6.8 3,500 30 以上 

元 . 1 1 . 1 4 7.7 0.6 5 8.3 230 30 以上 

2 . 2 . 1 3 7.8 0.7 5 10 49 30 以上 

平 均 値 7.6 0.9 10 8.3 1,300 － 

環 境 基 準 指 定 な し  － － － － － － 
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○矢本地区河川Ｂ Ｏ Ｄ （ 年間平均値）  

 

 

 

 

 

 

Ｃ 類型環境基準（ 5 ㎎/ℓ以下）  

Ｃ 類型環境基準（ 5 ㎎/ℓ以下）  

Ｃ 類型環境基準（ 5 ㎎/ℓ以下）  

Ｃ 類型環境基準（ 5 ㎎/ℓ以下）  
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類型指定なし  

類型指定なし  

Ｃ 類型環境基準（ 5 ㎎/ℓ以下）  
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（ ３ ） 生活排水測定データ                              

 

○矢本地区生活排水水質検査 〔 採水日： 令和元年 10 月 10 日〕  

検 査 場 所 ｐ Ｈ  
Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

ヘキサン抽出物質 

(m g／ℓ) 
透視度 

コ ミ セン 裏農業排水 6.9 0.7 19 1 未満 21 

渋抜排水路 7.0 2.2 14 1 未満 20 

鉄工団地 7.3 49 29 8 23 

貝田排水路 7.2 1.6 9 1 未満 30 以上 

南区排水路 6.7 1.9 28 1 未満 12 

上小松地区（ 排水路）  8.2 1.4 5 1 未満 30 以上 

赤井柳上区（ 排水路）  6.9 1.9 23 1 未満 17 

関の内農業用水 7.3 3.0 9 1 未満 30 以上 

関の内生活排水 6.8 0.9 52 1 未満 12 

立沼住宅付近農業排水 7.0 1.0 26 1 未満 14 

浜須賀橋 6.7 1.2 17 1 未満 13 

 

○鳴瀬地区生活排水水質検査  〔 採水日： 令和元年 10 月 10 日〕  

検 査 場 所 ｐ Ｈ  
Ｂ Ｏ Ｄ  

(m g／ℓ) 

Ｓ Ｓ  

(m g／ℓ) 

ヘキサン抽出物質 

(m g／ℓ) 
透視度 

里浜 7.5 14 16 1 未満 30 以上 

中下 7.2 2.3 8 1 未満 30 以上 

大塚地区駅前排水路 7.4 18 8 1 未満 30 以上 

浅井排水機場 8.0 2.5 39 1 未満 29 

浜市排水機場 6.6 1.8 26 1 未満 16 

田町長堀 7.5 2.8 23 1 未満 30 以上 

ひびき 工業団地 7.3 14 18 1 未満 30 以上 
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（ ４ ） 公共用水域河川水水質検査健康項目                     

・ 定川・ 吉田川・ 鳴瀬川（ 人の健康の保護に関する環境基準項目）  

 

 

人の健康の保護に関する環境基準 

 

採水場所・ 採水月日 

定川河口（ 定川）  ひびき 工業団地 

前（ 吉田川）  

鳴瀬大橋 

（ 鳴瀬川）  

項  目 環境基準値 R 元.8.15 R 元.8.15 R 元.8.15 

カ ド ミ ウム 0.003m g/L 以下 0.0003 未満 0.0003 未満 0.0003 未満 

全シアン 検出さ れないこ と  0.1 未満 0.1 未満 0.1 未満 

鉛 0.01 m g/L 以下 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 

六価ク ロ ム 0.05 m g/L 以下 0.02 未満 0.02 未満 0.02 未満 

砒素 0.01 m g/L 以下 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 

総水銀 0.0005 m g/L 以下 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 

アルキル水銀 検出さ れないこ と  0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 

Ｐ Ｃ Ｂ  検出さ れないこ と  0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 

ジク ロロ メ タ ン 0.02m g/L 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 

四塩化炭素 0.002m g/L 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 

1,2-ジク ロロ メ タ ン 0.004m g/L 以下 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 

1,1-ジク ロロ エチレ ン 0.1m g/L 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 

シス-1.2-ジク ロロエチレ ン 0.04m g/L 以下 0.004 未満 0.004 未満 0.004 未満 

1,1,1-ト リ ク ロ ロ エタ ン 1m g/L 以下 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 

1,1,2-ト リ ク ロ ロ エタ ン 0.006m g/L 以下 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 

ト リ ク ロ ロエチレ ン 0.01 m g/L 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 

テト ラ ク ロロ エチレ ン 0.01m g/L 以下 0.0005 未満 0.0005 未満 0.0005 未満 

1.3-ジク ロロ プ ロペン 0.002m g/L 以下 0.0002 未満 0.0002 未満 0.0002 未満 

チウラ ム 0.006m g/L 以下 0.0006 未満 0.0006 未満 0.0006 未満 

シマジン 0.003m g/L 以下 0.0003 未満 0.0003 未満 0.0003 未満 

チオベン カ ルブ 0.02m g/L 以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 

ベン ゼン 0.01m g/L 以下 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 

セレ ン 0.01m g/L 以下 0.002 未満 0.002 未満 0.002 未満 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 

10m g/L 以下 0.23 0.52 0.27 

ふっ 素 0.8 m g/L 以下 0.20 0.17 0.13 

ほう 素 1 m g/L 以下 0.37 0.05 0.05 

1,4-ジオキサン 0.05 m g/L 以下 0.005 未満 0.005 未満 0.005 未満 

（ 注） 環境基準値で「 検出さ れないこ と 」 と は、測定方法の欄に掲げる方法により 測定し た場合において、

その結果が当該方法の定量限界を 下回るこ と を いう 。  
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１ ． 大気汚染に係る環境基準 

 

 大気汚染に係る環境上の条件について、 人の健康を 保護する上で維持するこ と が望まし い基準は、

昭和 48 年 5 月に「 大気汚染に係る環境基準について」 が定めら れ、 その後、 昭和 53 年 7 月に「 二

酸化窒素に係る環境基準について」、 平成 9 年 2 月に「 ト リ ク ロロエチレ ン及びテト ラ ク ロロエチレ

ンによる大気の汚染に係る環境基準について」 が定めら れています。  

項   目 環  境  基  準 

二酸化硫黄 
１ 時間値の１ 日平均値が 0.04ppm 以下であり 、かつ、１ 時間値が 0.1ppm

以下であるこ と 。  

一酸化炭素 
１ 時間値の１ 日平均値が 10ppm 以下であり 、かつ、１ 時間値の８ 時間平

均値が 20ppm 以下であるこ と 。  

浮遊粒子状物質 
１ 時間値の１ 日平均値が 0.10m g/㎥以下で あ り 、 かつ 、 １ 時間値が

0.20m g/㎥以下である こ と 。  

二酸化窒素 
１ 時間値の１ 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン 内又はそ

れ以下である こ と 。  

光化学オキシダント  １ 時間値が 0.06ppm 以下である こ と 。  

ベン ゼン  １ 年平均値が 0.003m g/㎥以下であるこ と 。  

ト リ ク ロ ロ エチレ ン １ 年平均値が 0.2m g/㎥以下である こ と 。  

テト ラ ク ロ ロエチレ ン １ 年平均値が 0.2m g/㎥以下である こ と 。  

ジク ロロ メ タ ン  １ 年平均値が 0.15m g/㎥以下である こ と 。  

ダイ オキシン類 １ 年平均値が 0.6ｐ ｇ －Ｔ Ｅ Ｑ /㎥以下である こ と 。  

微小粒子状物質 
１ 年平均値が 15μｇ ／㎥以下であり 、 かつ、 １ 日平均値が 35μg／ｍ３

以下であるこ と 。  

備考 1.浮遊粒子物質と は、 大気中に浮遊する粒子状物質であっ て、 その粒径が 10μm 以下のも のをいいます。  

   2.光化学オキシダント と は、オゾン、パーオキシアセチルナイ ト レート その他の光化学反応により 生成さ れる酸化性物質をい

います。  

 

 

２ ． 水質汚濁に係る環境基準 

 

  水質汚濁に係る環境上の条件について人の健康を 保護し 生活環境を 保全する上で維持するこ と

が望まし い基準は、昭和 46 年 12 月に「 水質汚濁に係る環境基準について」 が定めら れています。  

  「 人の健康の保護に関する環境基準」 は、 平成 5 年 3 月に鉛、 砒素の基準強化と 有機塩素系化

合物等 15 項目が追加さ れ、 また、 農薬など 25 項目が要監視項目と なり まし た。 平成 11 年 2 月に

は、 ふっ 素など 3 項目が要監視項目から 環境基準項目に移行し まし た。  

  水質汚濁に係る環境基準の水域類型は、 昭和 47 年 4 月に定川水域・ 鳴瀬川水域と 石巻地先海域

が昭和 48 年 5 月には吉田川水域と その他の地先海域と し て松島湾がそれぞれ指定さ れています。 
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（ １ ） 人の健康の保護に関する環境基準 

 

項   目 基 準 値 

カ ド ミ ウ ム 0.003 ㎎/ℓ以下 

全 シ ア ン  検出さ れないこ と  

鉛 0.01 ㎎/ℓ以下 

六 価 ク ロ ム 0.05 ㎎/ℓ以下 

砒 素 0.01 ㎎/ℓ以下 

総 水 銀 0.0005 ㎎/ℓ以下 

ア ル キ ル 水 銀 検出さ れないこ と  

Ｐ Ｃ Ｂ  検出さ れないこ と  

ジ ク ロ ロ メ タ ン  0.02 ㎎/ℓ以下 

四 塩 化 炭 素 0.002 ㎎/ℓ以下 

1 , 2－ジ ク ロ ロ エ タ ン  0.004 ㎎/ℓ以下 

1, 1－ジ ク ロ ロ エ チ レ ン  0.1 ㎎/ℓ以下 

シス-1,2-ジク ロ ロ エチレ ン 0.04 ㎎/ℓ以下 

1 , 1 , 1－ト リ ク ロ ロ エ タ ン 1 ㎎/ℓ以下 

1,1,2－ト リ ク ロロ エタ ン 0.006 ㎎/ℓ以下 

ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン 0.01 ㎎/ℓ以下 

テ ト ラ ク ロ ロ エ チ レ ン  0.01 ㎎/ℓ以下 

1, 3－ジ ク ロ ロ プ ロ ペン  0.002 ㎎/ℓ以下 

チ ウ ラ ム 0.006 ㎎/ℓ以下 

シ マ ジ ン  0.003 ㎎/ℓ以下 

チ オ ベ ン カ ル ブ  0.02 ㎎/ℓ以下 

ベ ン ゼ ン  0.01 ㎎/ℓ以下 

セ レ ン 0.01 ㎎/ℓ以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 ㎎/ℓ以下 

ふ っ 素 0.8 ㎎/ℓ以下 

ほ う 素 1 ㎎/ℓ以下 

1,4－ジオキサン 0.05 ㎎/ℓ以下 

備考 1.基準値は年間平均値と し ます。 ただし 、 全シアンに係る基準値については最高値と し ます。  

   2.「 検出さ れないこ と 」 と は、 測定値方法の定量限界を下回るこ と をいいます。  

   3..海域については、 ふっ 素及びほう 素の基準値は適用し ません。  

        4.硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、 規格 43.2.1、 43.2.5 により 測定さ れた硝酸イ オンの濃度に換算係数 

      0.2259 を乗じ たも のと 規格 43.1 により 測定さ れた亜硝酸イ オン濃度に換算係数 0.3045 を乗じ たも のの和と し ま

す。  
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（ ２ ） 生活環境の保全に関する環境基準 

 

① 河 川（ 湖沼を除く ）  

ア 

 

類 

型 

 

利用目的の適用性 

基  準  値 

水素イ オン 

濃度 

（ ｐ Ｈ ）  

生物化学的 

酸素要求量 

（ Ｂ Ｏ Ｄ ）  

浮遊物質量 

（ Ｓ Ｓ ）  

溶存酸素量 

（ Ｄ Ｏ ）  
大腸菌群数 

 

Ａ Ａ  

 

水道１ 級、 自然環境 

保全及びＡ 以下の欄に掲

げる も の 

6.5 以上 

8.5 以下 
１ ㎎/ℓ 

以 下 

25 ㎎/ℓ 

以 下 

7.5 ㎎/ℓ 

以 上 

50ＭＰ Ｎ  

／100m ℓ 

以 下 

 

Ａ  

 

水道２ 級、 水産 1 級 

水浴、 及びＢ 以下の欄に

掲げるも の 

6.5 以上 

8.5 以下 

2 ㎎/ℓ 

以 下 

25 ㎎/ℓ 

以 下 

7.5 ㎎/ℓ 

以 上 

1,000ＭＰ Ｎ  

／100 mℓ 

以 下 

 

Ｂ  

 

水道 3 級、 水産２ 級及び

Ｃ 以下の欄に掲げるも の 

6.5 以上 

8.5 以下 

3 ㎎/ℓ 

以 下 

25 ㎎/ℓ 

以 下 

5 ㎎/ℓ 

以 上 

5,000ＭＰ Ｎ  

／100 mℓ 

以 下 

 

Ｃ  

 

水産３ 級、 工業用水１ 級

及びＤ 以下の欄に掲げる

も の 

6.5 以上 

8.5 以下 

5 ㎎/ℓ 

以 下 

50 ㎎/ℓ 

以 下 

5 ㎎/ℓ 

以 上 

 

 

 
Ｄ  

 

工業用水２ 級、 農業用水

及びＥ の欄に掲げるも の 
6.0 以上 

8.5 以下 
8 ㎎/ℓ 

以 下 

100 ㎎/ℓ 

以 下 

2 ㎎/ℓ 

以 上 

 

 

Ｅ  

 

工業用水 3 級 

 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 

10 ㎎/ℓ 
以 下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこ と  

2 ㎎/ℓ 

以 上 

 

 

備考 1.基準値は、 日間平均値と し ます。  

   2.農業用利水点については、 水素イ オン 濃度 6.0 以上 7.5 以下、 溶存酸素量 5 ㎎/ℓ以上と し ます。  

 注 1.自然環境保全： 自然探勝等の環境保全。  

   2.水道 1 級： ろ 過等による簡易な浄水操作を 行う も のです。  

     水道 2 級： 沈殿ろ 過等によ る 通常の浄水操作を 行う も のです。  

    水道 3 級： 前処理等を 伴う 高度の浄水操作を 行う も のです。  

 3.水産 1 級： ヤマメ 、 イ ワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物

用。  

     水産 2 級： サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用。  

     水産 3 級： コ イ 、 フ ナ等、 β―中腐水性水域の水産生物用。  

    4.工業用水 1 級： 沈殿等によ る 通常の浄水操作を 行う も のです。  

    工業用水 2 級： 薬品注入等による 高度の浄水操作を 行う も のです。  

    工業用水 3 級： 特殊の浄水操作を 行う も のです。  

   5.環境保全： 国民の日常生活（ 沿岸の遊歩等を 含む。） において不快感を 生じ ない限度。  
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イ  

項目 

類型 
水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値  

全 亜 鉛  

生物 Ａ  
イ ワナ、サケマス等比較的低温域を 好む水生生物及

びこ れら の餌生物が生息する 水域 
0.03 ㎎/ℓ以下 

 
 

生物特Ａ  

生物Ａ の水域のう ち、生物Ａ の欄に掲げる 水生生物

の産卵場（ 繁殖場） 又は幼稚仔の生育場と し て特に

保全が必要な水域 

0.03 ㎎/ℓ以下 

 

生物 Ｂ  
コ イ 、フ ナ等比較的高温域を 好む水生生物及びこ れ

ら の餌生物が生息する 水域 
0.03 ㎎/ℓ以下 

 

生物特Ｂ  

生物Ｂ の水域のう ち、生物Ｂ の欄に掲げる 水生生物

の産卵場（ 繁殖場） 又は幼稚仔の生育場と し て特に

保全が必要な水域 

0.03 ㎎/ℓ以下 

 

測定方法 

規格 53 に定める 方法（ 準備操作は規格 53 に定める方法によ るほか、 付表 10 に掲げ

る 方法による こ と ができ る。 また、 規格 53 で使用する 水については付表 10 の 1（ 1）

によ る。  

備  考 １ 基準値は、 年間平均値と する 。（ 湖沼、 海域も こ れに準ずる 。）  

 

 

② 海  域 

項 目 

 

類型 

利用目的の適応性 

基   準   値 

水素イ オン 

濃度 

（ ｐ Ｈ ）  

化学的酸素 

要求量 

（ Ｃ Ｏ Ｄ ）  

 
溶存酸素量 

（ Ｄ Ｏ ）  

 
大腸菌群数 

ｎ －ヘキサ

ン抽出物質 

（ 油分等）  

Ａ  

水産１ 級、 水浴、 自

然環境保全及びＢ 以

下の欄に掲げる も の 

7.8 以上 

8.3 以下 
2 ㎎/ℓ 

以 下 

7.5 ㎎/ℓ 

以 上 

1,000ＭＰ Ｎ  

／100mℓ 

以 下 

検出さ れな

いこ と  

Ｂ  

水産２ 級、 工業用水

及びＣ の欄に掲げる

も の 

 

7.8 以上 

8.3 以下 

3 ㎎/ℓ 

以 下 

5 ㎎/ℓ 

以 上 

 

検出さ れな

いこ と  

Ｃ  環 境 保 全 
7.0 以上 

8.3 以下 

8 ㎎/ℓ 

以 下 

2 ㎎/ℓ 

以 上 

  

 

備考 水産 1 級のう ち、 生食用原料カ キの養殖の利水点については、 大腸菌群数 70M PN ／100m ℓ以下と

し ます。  

注 1.自然環境保全： 自然探勝等の環境保全。  

  2.水産 1 級： マダイ 、 ブ リ 、 ワカ メ 等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用。  

   水産 2 級： ボラ 、 ノ リ 等の水産生物用。  

  3.環境保全： 国民の日常生活（ 沿岸の遊歩等を 含む。） において不快感を 生じ ない限度。  
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ウ 

類型 利用目的の適応性 
基  準  値 

全 窒 素 全 り  ん 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げる

も の（ 水産 2 種及び 3 種を 除く 。）  
0.2 ㎎/ℓ以下 0.02 ㎎/ℓ以下 

Ⅱ 
水産Ⅰ種、 水浴及びⅢ以下の欄に掲げ

る も の（ 水産 2 種及び３ 種を 除く 。）  
0.3 ㎎/ℓ以下 0.03 ㎎/ℓ以下 

Ⅲ 
水産２ 種及びⅣの欄に掲げる も の（ 水

産３ 種を 除く 。）  
0.6 ㎎/ℓ以下 0.05 ㎎/ℓ以下 

Ⅳ 
水産３ 種、 工業用水 

生物生息環境保全 
1 ㎎/ℓ以下 0.09 ㎎/ℓ以下 

 

備考 1.基準値は、 年間平均値と し ます。  

   2.水域類型の指定は、海洋植物プラ ン ク ト ンの著し い増殖を 生ずるおそれがある海域について

行う も のと し ます。  

 注 1.自然環境保全： 自然探勝等の環境保全。  

   2.水産 1 種： 底生魚介類を 含め多様な水産生物がバラ ンス良く 、 かつ、 安定し て漁獲さ れる。 

    水産 2 種： 一部の底生魚介類を 除き 、 魚類を 中心と し た水産生物が多獲さ れる。  

    水産 3 種： 汚濁に強い特定の水産生物が漁獲さ れる。  

3.生物生息環境保全： 年間を 通し て底生生物が生息でき る限度。  

 

 

エ 

項目 

類型 
水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全 亜 鉛 

生物 Ａ  
水生生物の生息する水域 

 
0.02 ㎎/ℓ以下 

生物特Ａ  
生物Ａ の水域のう ち、 水生生物の産卵場（ 繁殖場）

又は幼稚仔の生育場と し て特に保全が必要な水域 
0.01 ㎎/ℓ以下 
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（ ３ ） 環境基準の水域類型指定 

 ① 河 川 

水域の 

名 称 
水 域 の 範 囲 

該当 

類型 

達成

期間 
基 準 点 備考（ 起算日）  

定 川 

水 域 
定川全域 Ｃ  イ  定川大橋 

昭和 47 年４ 月 28 日 

宮城県告示第 373 号 

鳴瀬川 

水 域 

鳴瀬川上流（ 筒砂子川合流点より 上流

（ 流入する支川を 含む））  
Ａ Ａ  イ  筒砂子橋 

鳴瀬川中流（ 筒砂子川合流点から 大崎

市鹿島台木間塚地内大崎市上水道取

水点まで（ 流入する 支川を 含む））  

Ａ  イ  
感恩橋 

（ 南郷）  

鳴瀬川下流（ 大崎市鹿島台木間塚地内

大崎市上水道取水点よ り 下流）  
Ｂ  イ  小野橋 

吉田川 

水 域 

吉田川上流（ 魚板橋から 上流（ 流入す

る 支川を 含む））  
Ａ  イ  魚板橋 

昭和 48 年 5 月 29 日 

宮城県告示第 548 号 

吉田川下流（ 魚板橋から 下流（ 流入す

る 支川を 含む））  
Ｂ  ロ  

善川橋 

二子屋橋 

（ 鹿島台）  

② 海 域 

水域の 

名 称 
水 域 の 範 囲 

該当 

類型 

達成

期間 
基 準 点 

備考 

（ 起算日）  

石巻地

先海域 

石巻地先海域丙 

 東松島市宮戸字椎山 4 番地萓野崎

から 石巻市尾崎に至る 陸岸の地先海

域で 石巻地先海域甲及び石巻地先海

域乙に係る部分を 除いたも の 

Ａ  イ  

万石橋、渡波海水浴場距

岸 500ｍ、 大曲浜距岸

2500ｍ、 雲雀野海岸防

潮堤沖 2500ｍ、 鳴瀬川

河口距岸 2000ｍ 

昭和 47 年 

４ 月 28 日 

宮 城 県 告 示

第 373 号 

その他 

の地先

海 域 

その他の全地先海域 

 気仙沼市唐桑町大沢（ 岩手県境） か

ら 亘理郡山元町坂元字浜（ 福島県境）

ま で の海岸線の地先海域で 気仙沼湾

乙及び丙、 志津川湾甲及び乙、 鮎川湾

甲及び乙、 女川湾甲、 乙及び丙、 石巻

地先海域甲、 乙及び丙、 松島湾甲、 乙

及び丙、 仙台湾地先海域甲、 乙及び丙

並びに二の倉地先海域甲、乙及び丙に

係る 部分を 除いたも の 

Ａ  イ  

荒浜、 磯浜、 小田の

浜、 伊勢浜、 大谷、

袖浜、 雄勝地先、 荻

浜地先、 大沢地先、

十三浜 

昭和 48 年 

5 月 29 日 

宮 城 県 告 示

第 548 号 

備考 1.該当類型の欄の各記号の意義は、 水質汚濁に係る環境基準について（ 昭和 46 年環境庁

告示第 59 号） 別表 2 の記号の例により ます。  

   2.達成期間の欄の記号「 イ 」 は、「 直ちに達成」・ 記号「 ロ」 は「 5 年以内で可及びすみや

かに達成」 の意義です。  
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３  地下水の水質汚濁に係る 環境基準 

地下水の水質汚濁に係る環境上の条件について人の健康を 保護する 上で維持する こ と が望まし い

基準は、 平成 9 年 3 月に「 地下水の水質汚濁に係る環境基準」 が定めら れています。  

 

 

 

項   目 基  準  値 

カ ド ミ ウム 0.003 ㎎/ℓ以下 

全シアン 検出さ れないこ と  

鉛 0.01 ㎎/ℓ以下 

六価ク ロ ム 0.05 ㎎/ℓ以下 

砒素 0.01 ㎎/ℓ以下 

総水銀 0.0005 ㎎/ℓ以下 

アルキル水銀 検出さ れないこ と  

Ｐ Ｃ Ｂ  検出さ れないこ と  

ジク ロロ メ タ ン 0.02 ㎎/ℓ以下 

四塩化炭素 0.002 ㎎/ℓ以下 

塩化ビニルモノ マー 0.002 ㎎/ℓ以下 

1,2－ジク ロ ロエタ ン 0.004 ㎎/ℓ以下 

1,1－ジク ロ ロエチレ ン 0.1 ㎎/ℓ以下 

1,2－ジク ロ ロエチレ ン 0.04 ㎎/ℓ以下 

1,1,1－ト リ ク ロロ エタ ン 1 ㎎/ℓ以下 

1,1,2－ト リ ク ロロ エタ ン 0.006 ㎎/ℓ以下 

ト リ ク ロ ロエチレ ン 0.01 ㎎/ℓ以下 

テト ラ ク ロロ エチレ ン  0.01 ㎎/ℓ以下 

1,3－ジク ロ ロプロ ペン 0.002 ㎎/ℓ以下 

チウラ ム 0.006 ㎎/ℓ以下 

シマジン 0.003 ㎎/ℓ以下 

チオベン カ ルブ 0.02 ㎎/ℓ以下 

ベン ゼン 0.01 ㎎/ℓ以下 

セレ ン 0.01 ㎎/ℓ以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 ㎎/ℓ以下 

ふっ 素 0.8 ㎎/ℓ以下 

ほう 素 1 ㎎/ℓ以下 

1,4－ジオキサン 0.05 ㎎/ℓ以下 
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４ ． 土壌の汚染に係る環境基準 

土壌汚染については、「 環境基本法」 に基づく 「 土壌の汚染に係る環境基準について」（ 平成 3 年

環境庁告示第 46 号） により 、 環境基準が次のよう に定めら れています。  

 

 

項    目 環 境 基 準 

カ ド ミ ウム 
0. 01 ㎎/ℓ以下 

( かつ農用地においては米 1kg に 
つき 0. 4mg 以下である こ と )  

全シアン 検出さ れないこ と  

有機燐 検出さ れないこ と  

鉛 0. 01 ㎎/ℓ以下 

六価ク ロム 0. 05 ㎎/ℓ以下 

砒素 
0. 01 ㎎/ℓ以下 

( 農用地( 田に限る) においては土 
  壌 1kg につき 15mg 未満である こ と )  

総水銀 0. 0005 ㎎/ℓ以下 

アルキル水銀 検出さ れないこ と  

Ｐ Ｃ Ｂ  検出さ れないこ と  

銅 
( 農用地( 田に限る ) において土壌 1kg 

  につき 125mg 未満である こ と )  

ジク ロロメ タ ン 0. 02 ㎎/ℓ以下 

四塩化炭素 0. 002 ㎎/ℓ以下 

1, 2-ジク ロロエタ ン 0. 004 ㎎/ℓ以下 

1, 1-ジク ロロエチレ ン 0. 1 ㎎/ℓ以下 

シス-1, 2-ジク ロロエチレ ン 0. 04 ㎎/ℓ以下 

1, 1, 1-ト リ ク ロロエタ ン 1 ㎎/ℓ以下 

1, 1, 2-ト リ ク ロロエタ ン 0. 006 ㎎/ℓ以下 

ト リ ク ロロエチレ ン 0. 03 ㎎/ℓ以下 

テト ラ ク ロロエチレ ン 0. 01 ㎎/ℓ以下 

1, 3-ジク ロロプロペン 0. 002 ㎎/ℓ以下 

チウラ ム 0. 006 ㎎/ℓ以下 

シマジン 0. 003 ㎎/ℓ以下 

チオベンカ ルブ 0. 02 ㎎/ℓ以下 

ベンゼン 0. 01 ㎎/ℓ以下 

セレ ン 0. 01 ㎎/ℓ以下 

ふっ 素 0. 8 ㎎/ℓ以下 

ほう 素 1 ㎎/ℓ以下 

備考 
1.  カ ド ミ ウム， 鉛， 六価ク ロム， 砒素， 総水銀・ ふっ 素およびほう 素セレ ンに係る環境上の条件のう ち， 検

液中濃度に係る値にあっ ては， 汚染土壌が地下水面から 離れており ， かつ， 原状において当該地下水中の
こ れら の物質の濃度がそれぞれ地下水 1ℓにつき 0. 01mg， 0. 01mg，  0. 05mg， 0. 01mg， 0. 0005mg・ 0. 8 m・
0. 01mg・ 0. 8mg 及び 1mg を超えていない場合には，それぞれ検液１ Ｌ につき 0. 03mg，0. 03mg，0. 15mg，0. 03mg，
0. 0015mg. 03mg. 2. 4mg および 3mg と し ます。  

2.  有機燐と は， パラ チオン， メ チルパラ チオン， メ チルジメ ト ン及びＥ Ｐ Ｎ をいいます。  
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５ ． 騒音に係る環境基準 

 

 騒音に係る環境上の条件について、人の健康を保護し 生活環境を保全する上で維持するこ と が望ま

し い基準は、 昭和 46 年 5 月に「 騒音に係る環境基準について」 が定めら れていまし たが、 平成 10

年 9 月に等価騒音レ ベル等による騒音の評価手法を 用いた新たな騒音に係る環境基準が定めら れま

し た。  

 

（ １ ） 道路に面する地域以外の地域 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 時間の区分は、 昼間を 午前 6 時から 午後 10 時までの間と し 、 夜間を 午後 10 時から 翌日の午前 6 時

までの間と し ます。  

 

（ ２ ） 道路に面する地域 

地 域 の 区 分 
基  準  値 

昼  間 夜  間 

Ａ 地域のう ち 2 車線以上の車線を 有

する 道路に面する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

Ｂ 地域のう ち 2 車線以上の車線を 有

する 道路に面する地域及びＣ 地域の 

う ち 車線を 有する道路に面する地域 
65 デシベル以下 60 デシベル以下 

こ の場合において、 幹線交通を 担う 道路に近接する 空間については、 上表にかかわら ず、 特例と し て

次表に基準値の欄に掲げる と おり と し ます。  

 

基  準  値 

昼   間 夜   間 

70 デシベル以下 65 デシベル以下 

備考 個別の住居等において騒音の影響を 受けやすい面の窓を 主と し て閉めた生活が営まれている と

認めら れると き は、 屋内へ透過する 騒音に係る 基準（ 昼間にあっ ては 45 デシベル以下、 夜間にあ

っ ては 40 デシベル以下） による こ と ができ る 。  

 

 

地域の類型 

 

基  準  値 地  域 

 昼  間 夜  間 

Ａ  

55 デシベル以下 45 デシベル以下 

第 1 種低層住宅専用地域 

第 2 種低層住居専用地域 

第 1 種中高層住居専用地域 

第 2 種中高層住居専用地域 

Ｂ  

第 1 種住居地域 

第 2 種住居地域 

準住居地域 

Ｃ  60 デシベル以下 50 デシベル以下 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 
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（ ３ ） 航空機騒音 

地域の類型 基 準 値 

Ⅰ Ｌ den  57 デシベル以下 

Ⅱ Ｌ den  62 デシベル以下 

 

 

航空自衛隊松島基地（ 昭和 51 年 12 月 28 日） 告示第 1193 号 

平成 25 年 3 月 29 日 宮城県告示第 265 号（ 一部改正 Ⅱ）  

 

地     域 地域の類型 

基点（ Ａ ） 点 石巻市中浦一丁目地内 

       北緯 38 度 25 分 49.2 秒東経 141 度 16 分 10.3 秒 

補助点（ イ ） 点 北緯 38 度 25 分 10.5 秒東経 141 度 16 分 6.4 秒 

（ ロ ） 点 北緯 38 度 25 分 49.8 秒東経 141 度 15 分 58.5 秒 

（ ハ） 点 北緯 38 度 24 分 4.1 秒東経 141 度 11 分 15.9 秒 

（ ニ） 点 北緯 38 度 23 分 45.38 秒東経 141 度 10 分 27.87 秒 

（ ホ） 点 北緯 38 度 23 分 14.12 秒東経 141 度 10 分 13.87 秒 

（ ヘ） 点 北緯 38 度 22 分 41.7 秒東経 141 度 10 分 30.8 秒 

 以上の（ イ ） 点から （ Ａ ） 点を 直線で結んだ線、（ Ａ ） 点から （ ロ）

点までの国道 398 号の上り 車線道路端の線、（ ロ ） 点から （ ハ） 点まで

の国道 45 号の上り 車線道路端の線、（ ハ） 点から （ ニ） 点までの仙石

線軌道、（ ニ） 点から （ ホ） 点を 直線で結んだ線、（ ホ） 点から （ ヘ）

点までの鳴瀬川左岸及び水際線に囲まれた地域のう ち 、都市計画法（ 昭

和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項第 1 号に規定する 工業専用地域並

びに航空自衛隊松島基地の敷地を 除いた地域 

Ⅱ 
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（ あ）  

 

Ｉ Ｓ Ｏ （ 国際標準化機構： Ｉ nt er nat i onal  Ｏ r gani zat i on f on Ｓ t andar di zat i on）  

 国家間の製品やサービスの交換を 助けるために、標準化活動の発展を促進するこ と を目的に発足し

た国際機関。 2012 年 12 月末現在で 164 カ 国が加盟し 、 19, 573 の規格がある。 そのう ちＩ Ｓ Ｏ  14001

は企業などの活動が環境に及ぼす影響を最小限にと どめるこ と を目的に定めら れた、環境に関する国

際的な標準規格。「 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ （ Ｐ l an, Ｄ o, Ｃ heak, Ａ ct i on） が基礎と なっ ている。  

 

悪臭物質 

 特有のにおいを も つ化合物は 40 万種以上あるが、 悪臭防止法では、 現在、 アンモニア、 メ チルメ

ルカ プタ ン、 硫化水素、 硫化メ チル、 二酸化メ チル、 ト リ メ チルアミ ン、 アセト アルデヒ ド 、 プロピ

オンアルデヒ ド 、 ノ ルマルブチルアルデヒ ド 、 イ ソ ブチルアルデヒ ド 、 ノ ルマルバレ ルアルデヒ ド 、

イ ソ バレ ルアルデヒ ド 、 ノ ルマルブチルアルデヒ ド 、 イ ソ ブチルアルデヒ ド 、 ノ ルマルバレルアルデ

ヒ ド 、 イ ソ マレ ルアルデヒ ド 、 イ ソ ブタ ノ ール、 酢酸エチル、 メ チルイ ソ ブチルケト ン、 ト ルエン、

キシレ ン、ピロピオン酸、ノ ルマル酪酸、ノ ルマル吉草酸、イ ソ 吉草酸の 22 物質が指定さ れている。  

 

アスベスト  

 天然の繊維状けい酸塩鉱物の総称。「 いし わた」「 せき めん」と も いう 。軽い綿状の性質がある ため、

耐熱材・ 耐火材・ 電気絶縁材などに使われた。一方容易に飛散するため、ＷＨ Ｏ は肺線維症（ じ ん肺）、

悪性中皮種の原因と なると いわれ、 肺がんを起こ す可能性を指摘し ている。 日本国内では平成 16 年

より 全石綿が原則使用禁止と なっ ている。なお大気汚染防止法で石綿は特定粉じ んに指定さ れている。 

 

（ い）  

 

Ｅ Ｃ  

 導電率のこ と 。 導電率と は液体中で電気の流れやすさ を 表す指標。 単位はＳ ／ｍ 

雨水の汚染度をあら わすのにｐ Ｈ と 並び重要な指標。Ｅ Ｃ が大き いと その分イ オンが多いため汚染物

質が多いと 判断さ れる。  

 

硫黄酸化物（ Ｓ Ｏ x）  

 硫黄と 酸化物の総称。 二酸化硫黄（ Ｓ Ｏ 2 亜硫酸ガス） や三酸化硫黄（ Ｓ Ｏ 3） などがある。 石油

や石炭等の硫黄分を含む燃料が燃える際などに発生する。 大気汚染や酸性雨の原因物質の一つ。  

 

一酸化炭素（ Ｃ Ｏ ）  

 炭素化合物の不完全燃焼により 生成する、無色無臭の極めて有毒な気体。環境中の主な排出源は自

動車の排出ガス。喫煙中のタ バコ から も 発生する。人体に入ると 血液中のヘモグロビンと 結合し て酸
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素の輸送能力を低下さ せ、 酸欠状態を 起こ す。  

 

一酸化窒素（ Ｎ Ｏ ）  

 高温で空気中の窒素と 酸素が反応し てでき た化合物。 窒素酸化物の１ つ。 無色・ 無臭の気体で、 ボ

イ ラ ーやエンジン で燃焼等を 燃焼さ せると 発生する。 空気中の酸素と 反応し て二酸化窒素になる。  

なお一酸化窒素に環境基準は設定さ れていないが、 二酸化窒素には環境基準が設定さ れている。  

 

一般廃棄物 

 家庭から 生じ た可燃ごみなどの廃棄物と 事業活動に伴っ て生じ た廃棄物のう ち産業廃棄物以外の

も の（ 事業所・ 商店等から 生じ た紙ごみ、 飲食店から 生じ た生ごみなど） を いう 。 一般廃棄物の処理

は、 市町村が処理計画を 定めて実施する。  

 

（ え）  

 

Ｓ Ｐ Ｍ（ Suspended Par t i cul at e Mat t er ： 浮遊粒子状物質）  

 大気中に浮遊し ている微細な粒子のう ち粒径 10μm（ 1μm＝0. 001mm） 以下のも ののこ と 。 発生原

因は、物の焼却などによっ て直接粒子が発生する場合と 硫黄酸化物等のガス状大気物質が環境大気中

の化学反応で粒子になっ た場合がある。 主な発生源は、 ばい煙発生施設、 粉じ ん発生施設の他、 自動

車、 船舶、 航空機。 さ ら に火山等の自然発生するも のも ある。 呼吸器系の各部位に沈着し 健康に影響

を 及ぼす。 なお SPMのう ち粒径が 2. 5μm以下のも のを PM2. 5 と いう 。  

 

Ｌ Ｅ Ｄ （ Ｌ i ght  Ｅ mi t t i ng Ｄ i ode： 発光ダイ オード ）  

 電圧を 加えた際に発光する半導体素子のこ と 。従来から 使われている蛍光灯や白熱電球等に比べる

と 、 消費電力や光源から の発熱が少なく 長寿命である。 平成 26 年、 青色発光ダイ オード を発明し た

日本の研究者 3 人がノ ーベル物理学賞に選ばれた。  

 

Ｌ den（ エルデン）  

 航空機騒音を評価する値。 時間帯補正等価騒音レ ベルと も いう 。 平成 25 年 4 月 1 日、 従来のＷＥ

Ｃ Ｐ Ｎ Ｌ から Ｌ den に変更さ れた。 単位はデシベル（ ｄ Ｂ ）。  

 Ｌ den は１ 日の間に観測さ れた航空機騒音の単発暴露騒音レベル（ 単発的に発生する騒音の「 聞こ

え始めから 聞こ え終わり 」 までのエネルギーの合計） を時間帯別に補正し た後にエネルギー加算し 、

観測時間（ １ 日＝86, 400 秒） で平均し てレ ベル表示し た値。  

 

（ お）  

 

オゾン層 

 紫外線による化学反応で、 成層圏（ 地上から 10～50km） に達し た酸素（ Ｏ 2） はオゾン（ Ｏ 3） に

変わり 形成さ れたオゾン濃度の高い大気層のこ と 。太陽光に含まれる有害な紫外線はオゾン層で吸収

さ れる。 し かし 、 フ ロンなどの化学物質の影響でオゾン層が減少し ている。 特に極地上空で春先にオ

ゾンホール（ オゾン濃度が極端に減っ た状態） が観測さ れる。 地球全体のオゾンの量は 1990 年代後

半から わずかな増加傾向がみら れるが、南極域で 1960 年代のオゾンレベルに戻るのは 21 世紀末にな
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ると 予測さ れている。  

 

温室効果（ Ｇ r eenhouse Ｅ f f ect ）  

 地球は太陽から のエネルギーで暖めら れ、暖めら れた地表面から は熱が放出さ れる。その熱を ガス

が吸収するこ と で、 大気が暖めら れる。 こ の現象を 温室効果と いい、 ガスを 温室効果ガスと いう 。  

 近年大気中の二酸化炭素の濃度が急速に増加し たこ と で温室効果がこ れまでより も 強く なり 、地表

面の温度が上昇し ている。 こ れを 「 地球温暖化」 と いう 。  

 大気による温室効果の寄与率は、 水蒸気 6 割、 二酸化炭素 3 割、 その他 1 割である。 地球が温暖化

するこ と で水蒸気量が増えさ ら に温暖化が促進さ れるこ と が懸念さ れている。  

 

温室効果ガス（ Ｇ Ｈ Ｇ ： Ｇ r eenhouse Ｇ us）  

 温室効果を も たら す気体。 気候変動枠組条約では、 二酸化炭素、 メ タ ン、 亜酸化窒素（ 一酸化二窒

素）、 ハイ ド ロフ ルオロカ ーボン（ Ｈ Ｆ Ｃ ）、 パーフ ルオロカ ーボン（ Ｐ Ｆ Ｃ ）、 六フ ッ 化硫黄の 6 つ

を 指す。 メ タ ンは工業の他、 水田や畜産から 排出さ れる。 Ｈ Ｆ Ｃ は冷媒に、 Ｐ Ｆ Ｃ は半導体のエッ チ

ングガス、 六フ ッ 化硫黄は絶縁材と し て使用さ れる。  

 温室効果係数（ 温室効果の程度を 表す数値） は二酸化炭素を 1 と すると 、 メ タ ンで 23、 一酸化二

窒素で 296、 Ｈ Ｆ Ｃ 、 Ｐ Ｆ Ｃ で数百～1 万程度、 六フ ッ 化硫黄で 23, 200 である。 なお、 モント リ オー

ル議定書（ オゾン層を 破壊する物質を 規制する） で生産・ 消費が規制さ れているＣ Ｆ Ｃ やＨ Ｃ Ｆ Ｃ の

温室効果係数は数千～数万である。  

 

( か)  

 

カ ーボン オフ セッ ト  

 日常生活や生産活動によ っ て避けるこ と のでき ない二酸化炭素などの温室効果ガスの排出につい

て、 他の場所で実施し た温室効果ガスの排出削減・ 吸収量等（ ク レ ジッ ト ） の購入するこ と や、 他の

場所で実施し た排出削減・ 吸収を 実施する活動によ り 、排出さ れる温室効果ガスの全部または一部を

埋め合わせる（ オフ セッ ト ） こ と 。  

 こ のう ち、 排出量の全量を オフ セッ ト するこ と を「 カ ーボン ニュ ート ラ ル」 と いい、 排出量より オ

フ セッ ト 量が多い状態を 「 カ ーボンマイ ナス」 と いう 。  

 

外来種 

 生物学の用語と し ては、人為に限ら ず何ら かの理由で対象と する地域や個体群の中に外部から 入り

込んだ個体の種を 指すが、 一般的には「 移入種」 と 同義語で人為により 自然分布域の外から 持ち込ま

れた種を いう 。  

 

化学的酸素要求量（ Ｃ Ｏ Ｄ ： Ｃ hemi cal  oxygon demand の略）  

 海域・ 湖沼の汚濁の度合いを示す指標。有機物等の量を 過マンガン酸カ リ ウム等の酸化剤で酸化す

ると き に消費さ れる酸素量（ mg／Ｌ ）で表し たも の。数値が大き いほど汚濁が進んでいるこ と を 示す。  

 

化石燃料 

 石油、 石炭、 天然ガスなど地中に埋蔵さ れている再生産できない有限性の燃料資源のこ と 。 石油は
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プラ ンク ト ンなどが高圧にさ ら さ れ変化し たも の、石炭は数百万年以上前の植物が地中に埋没し て炭

化し たも のと 言われている。  

 

合併処理浄化槽 

 し 尿等の生活排水を 、微生物の働き などを利用し て浄化する 施設のこ と を 浄化槽と いい、し 尿だけ

を 浄化する単独処理浄化槽に対し 、 し 尿と 炊事、 風呂、 洗濯などの排水を 併せて浄化する施設を合併

処理浄化槽と いう 。 平成 12 年 6 月の浄化槽法改正及び建築基準法施行令改正により 、 新たに設置さ

れる浄化槽はすべて合併処理浄化槽と なっ ている。  

 

環境アセスメ ント  

 開発事業の内容を決めるにあたっ て、それが環境にどのよう な影響を 及ぼすかについて、あら かじ

め事業者自ら が調査、 予測、 評価を行い、 その結果を 公表し て一般の方々、 地方公共団体などから 意

見を 聴き 、 日本では昭和 47 年に公共事業で環境アセスメ ント が導入さ れた。 その後諸外国での精度

の長所を 取り 入れ、 また新たな環境政策に対応するよう に、 平成 9 年 6 月には「 環境影響評価法」 が

成立し た。 平成 23 年 4 月には「 環境影響評価法の一部を改正する法律」 が成立し 、 計画段階環境配

慮書手続や環境保全措置等の結果の報告・ 公表手続き が新たに盛り 込まれた。  

 

環境基準 

 大気汚染、 水質汚濁、 土壌汚染及び騒音に係る環境上の条件について、 人の健康を 保護及び生活環

境を 保全するう えで維持さ れるこ と が望まし い基準。  

 

環境基本法 

 日本の環境施策の土台と なる法で環境問題に対処する総合的な施策を 進める ための理念。国・ 地方

公共団体・ 事業者・ 国民の責務、環境保全施策の基本事項などを 定めている。1993（ 平成 5） 年成立。  

 

環境の日・ 環境月間 

 昭和 47 年 6 月 5 日スウェ ーデンのスト ッ ク ホルムで開催さ れた国連人間環境会議を 記念し て、 6

月 5 日は環境の日と 定めら れた。 国連では 6 月 5 日を「 世界環境デー」 と 定めており 、 日本では平成

5 年 11 月に公布・ 施行さ れた環境基本法第 10 条第 2 項に基づき 、「 環境の日」 が定めら れた。 環境

基本法は、事業者及び国民の間に広く 環境の保全についての関心と 理解を深めると と も に、積極的に

環境の保全に関する活動を 行い意欲を 高めると いう 「 環境の日」 の趣旨を明ら かにし 、 国・ 地方公共

団体等がこ の趣旨にふさ わし い各種行事を 行う こ と と し ている。  

 わが国では環境庁（ 当時） の主唱により 、 平成 3 年から 6 月の一ヶ 月間を「 環境月間」 と し 、 全国

で様々な行事が行われている。  

 

環境ホルモン（ Ｅ nvi r onment al  hoemone）  

 科学的名称「 内分泌かく 乱物質」 の通称と し て環境ホルモンと いう 語が使われるこ と がある。  

→内分泌かく 乱物質 
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（ き ）  

 

規制基準 

 排出基準、 排水基準、 燃料基準などの総称。 法律や条例に基づいて、 事業者等が遵守し なければな

ら ない基準と し て設定さ れているも の。  

 

京都議定書 

 地球温暖化を防止するため、 二酸化炭素など 6 種類の温室効果ガス（ Ｇ Ｈ Ｇ ） の排出削減を 法的に

義務付けるよう 求めた国際協定。 平成 9 年 12 月に京都市で開かれた「 気候変動枠組条約第 3 回締約

国会議（ Ｃ Ｏ Ｐ 3）」 で採択さ れた。 先進国のＧ Ｈ Ｇ 排出量について法的拘束力のある数値目標が設定

さ れており 、 平成 20 年から 平成 24 年の 5 年間に、 平成 2 年（ 一部ガスは平成 7 年を 選択でき る） 比

で日本は 6％の削減が義務付けら れている。  

 平成 26 年 7 月に地球温暖化対策推進本部は、日本はこ の 5 か年平均の総排出量は 12 億 7, 800 万ト

ン（ 基準年比＋1. 4％） だが、 森林等吸収量や京都メ カ ニズムク レ ジッ ト を加味すると 基準年度比－

8. 4％で京都議定書の目標を 達成し ている。 と 発表し た。  

 

（ く ）  

 

グリ ーン 購入 

 製品やサービスを購入する際に必要性を よく 考え、品質や価格だけでなく 環境も 考慮し て、環境へ

の負荷ができ るだけ少ない製品やサービスを、環境負荷の低減に努める事業者から 優先し て購入する

こ と 。  

 

健康項目 

 水質汚濁物質の中で、人の健康に有害なも のと し て定めら れた項目。環境中の濃度については、「 人

の健康の保護に関する環境基準」 が設けら れたおり 、 すべての公共用水域に適用さ れる。 健康項目に

ついては現在、 カ ド ミ ウム、 鉛等の重金属類、 ト リ ク ロロエチレ ン等の有機塩素系化合物、 シマジン

等の農薬など 26 項目が設定さ れている。また、重監視項目と し てク ロロホルム等 22 項目を位置付け

ている。  

 

（ こ ）  

 

公害 

 環境基本法では、「 事業活動その他の人の活動に伴っ て生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、 水質

汚濁（ 水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化するこ と を含む。）、 土壌の汚染、 騒音、 振動、 地盤

の沈下（ 鉱物の採取のための土地の掘削によるも のを 除く 。） 及び悪臭によっ て、 人の健康又は生活

環境に係る被害が生ずるこ と をいう 。」 と 定義し ている。 こ の７ つの公害を通常「 典型七公害」 と 呼

んでいる。  

 

公害防止協定 

 公害の防止を目的と し て、地方公共団体及び地域住民等と 事業者の間で結ぶ協定のこ と 。公害を防
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止するため、 事業者がと るべき 措置を 相互の合意形成により 取り 決めたも の。  

 

光化学オキシダント  

 大気中の窒素酸化物や炭化水素などが、紫外線により 光化学反応を起こ し 、生成さ れる酸化性物質

群のこ と 。中でも 主要な物質がオゾンと パーオキシアセチルナイ ト レート であり 、いずれも 人及び植

物に有害。  

 

公共下水道 

 下水道法による下水道の種別の一つで、「 主と し て市街地における下水を排除し 、 又は処理するた

めに地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を 有するも の又は流域下水道に接続するも のであ

り 、 かつ、 汚水を 排除すべき 排水施設の相当部分が暗渠である構造のも のを いう 。」 と 定義さ れてい

る。  

 

公共用水域 

 水質汚濁防止法では、「 河川、 湖沼、 港湾、 沿岸、 海岸その他公共の用に供さ れる水域及びこ れに

接続する公共溝渠、かんがい用水路その他の公共の用に供さ れる水路（ 下水道法に規定する公共下水

道及び流域下水道であっ て、終末処理場を 設置し ているも の（ その流域下水道に接続する公共下水道

を 含む。） を 除く 。） を いう 。」 と 定義さ れている。 処理場のない下水道は公共用水域と なる。  

 

（ さ ）  

 

災害廃棄物 

 地震や津波等の災害によっ て発生する廃棄物のこ と 。  

 

最終処分場 

 最終処分と は、廃棄物を自然環境に還元するなど、安定化するこ と であり 、こ れには地上埋立処分、

水面埋立処分及び海洋投入処分がある。最終処分場と は、一般廃棄物及び産業廃棄物を 最終処分する

のに必要な場所、設備の総体を さ す。産業廃棄物の最終処分場には、廃棄物の性状に応じ て安定型（ 廃

プラ スチッ ク 類等）、 管理型（ 汚泥等）、 遮断型（ 有害物質の溶出が埋立処分に係る判定基準を 超える

廃棄物） の 3 つのタ イ プがある。  

 

再生可能エネルギー 

 資源に限り ある 石油・ 石炭等の化石燃料と は異なり 、 法律で「 エネルギー源と し て永続的に利用す

るこ と ができ ると 認めら れるも の」 と し て、 太陽光、 風力、 水力、 地熱、 太陽熱、 大気中の熱その他

の自然界に存する 熱、 バイ オマスが規定さ れる。 再生可能エネルギーは、 資源が枯渇せず繰り 返し 使

え、発電時や熱利用時に地球温暖化の原因と なる二酸化炭素をほと んど排出し ない優れたエネルギー

である。  

 

産業廃棄物 

 事業活動に伴っ て生じ た廃棄物のう ち、 燃え殻、 汚泥、 廃油、 廃酸、 廃アルカ リ 、 廃プラ スチッ ク

類など 20 種類を さ す。 産業廃棄物については、 事業者自ら の責任で、 環境汚染が生じ ないよう に適
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正に処理すべき こ と が義務付けら れている。  

 

酸性雨（ Ａ ci d r ai n）  

 一般的にはｐ H（ 水素イ オン濃度） が 5. 6 以下と なっ た酸性の雨を いう 。 こ の基準は、 大気中の二

酸化炭素が水に溶けても pH5. 6 を 下回ら ないこ と から 考えら れた。し かし 、例えば火山の周囲では周

辺では自然由来の二酸化硫黄の影響でも と も と 酸性になっ ているため、地域ごと に酸性雨の基準を定

める必要があり 、 先の定義が絶対的な物ではない。 酸性雨には二酸化炭素以外の物質（ 硫黄酸化物や

窒素酸化物） が溶けている。 原因物質の排出源と し ては、 工場や自動車から の排出ガスなどがあげら

れる。 なお酸性の雪は酸性雪、 酸性の霧は酸性霧と 呼ばれる。  

 

（ し ）  

 

Ｃ Ｏ Ｄ （ Ｃ hemi cal  oxygon demand） →「 化学的酸素要求量」 参照 

 

循環型社会 

 循環型社会基本法では①製品等が廃棄物等と なるこ と を 抑制し 、②排出さ れた廃棄物等については

でき るだけ資源と し て適正に利用し 、③最後にどう し ても 利用でき ないも のは適正に処分するこ と が

徹底さ れるこ と により 実現さ れる、「 天然資源の消費が抑制さ れ、 環境への負荷ができ るたけ低減さ

れた社会」 と 規定し ている。  

 

循環型社会基本法 

 平成 12 年 6 月に公布さ れた法律。 循環型社会の形成についての基本原則、 関係主体の責務を 定め

ると と も に、 循環型社会の形成に関する基本と なる事項などを 規定し ている。  

 

新エネルギー 

 新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法では、「 技術的に実用化段階に達し つつあるか、 経

済性の面での制約から 普及が十分でないも ので、石油代替エネルギーの導入を 図るために特に必要な

も の」 と 定義し ている。 太陽光発電・ 風力発電・ 太陽熱利用・ 雪氷熱利用・ バイ オマスなど 10 種類

が指定さ れている 。  

 

（ す）  

 

水域 

 水面上である区域を 定めて言う と き に使われる用語。 湖沼や海岸に設けら れる。  

 

水素イ オン（ pH）  

 酸性、 アルカ リ 性を示す指標で、 7. 0 が中性、 こ れより 数値が小さ く なる程強い酸性を 示し 、 数値

が大き く なる程強いアルカ リ 性を 示す。 ペーハー、 ビーエッ チと 略称する。  

 

（ せ）  
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生活環境項目 

 水質汚濁物質の中で、生活環境に影響を 及ぼすおそれがある も のと し て定めら れた項目。環境中の

濃度については、「 生活環境の保全に関する環境基準」 が設けら れており 、 水素イ オン（ pH）、 生物化

学的酸素要求量（ Ｂ Ｏ Ｄ ）、 化学的酸素要求量（ Ｃ Ｏ Ｄ ）、 溶存酸素量（ Ｄ Ｏ ）、 浮遊物質量（ Ｓ Ｓ ）、

大腸菌群数などについて定めら れている。環境基準は、河川、湖沼、海域別に水道、水産、農業用水、

工業用水などの利用目的に応じ た水域類型を設け、 それぞれの水域類型ごと に定めら れている。  

 

生活排水 

 水質汚濁防止法では、「 炊事、 洗濯、 入浴等人の生活に伴い公共用水域に排出さ れる水（ 排出水を

除く ）」 と 定義し ている。 なお生活排水のう ち、 し 尿を 除く も のを 「 生活雑排水」 と いう 。  

 

生態系 

 生物群集（ 植物群集と 動物群集） 及びそれら を取り 巻く 自然界の物理的・ 化学的環境要因が統合さ

れた系を いう 。  

 

生物化学的酸素要求量（ Ｂ Ｏ Ｄ ： Bi ochemi cal  oxygen demand）  

 水質の汚濁の度合いを 示す指標で、水中の有機物等の汚濁源と なる物質が微生物により 無機化さ れ

ると き に消費さ れる酸素（ mg／L） で表し たも の。 数値が大き いほど汚染が進んでいるこ と を 示す。  

 

生物多様性 

 生物多様性と は森林、河川、湿原、海洋と いっ た多様なタ イ プの生態系がある「 生態系の多様性」。

こ のよう な生態系の中にいろ いろ な種類の生き 物がいる「 種の多様性」。 同じ 種の中でも 体の大き さ

や模様が異なっ たり 、 疾病への抵抗力が異なる など遺伝的な差異がある。「 遺伝子の多様性」 の 3 種

の多様性のこ と を いう 。  

 

騒音レ ベル 

 Ｊ Ｉ Ｓ に規定さ れる指示型の騒音計で測定し て得ら れた値で、騒音の大き さ を表す。一般には耳の

感覚に似せた騒音計の聴感補正回路Ａ 特性で測定し た値を dB（ Ａ ） で表す。  

 

（ た）  

 

ダイ オキシン類 

 塩素と 酸素を 含む有機化合物の一種で、 ポリ 塩化ジベンゾーパラ ージオキシン（ PCDD）、 ポリ 塩化

ジベンゾフ ラ ン（ PCDF）、 コ プラ ナーポリ 塩化ビフ ェ ニル（ コ プラ ナーPCB） を 合わせた化学物質群の

総称。 炭素・ 水素・ 塩素を 含むも のが燃焼する 工程で意図せざるも のと し て生成する。  

 

大腸菌群 

 腸内細菌に属するグループで、 一種類のも のではなく 、 いく つかの属、 種が含まれている。  

 大腸菌群は、 人間のし 尿以外にも 存在するが、 大腸菌群が検出さ れていると いう こ と は、 人畜のし

尿等で汚染さ れている疑いがあると いう こ と を 示す。  
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ＷＥ Ｃ Ｐ Ｎ Ｌ （ Ｗei ght ed equi val ent  cont i nuous per cei ved noi se l evel ;  加重等価平均感覚騒

音レ ベル）  

 航空機１ 機ごと の騒音レ ベルに加え、機数や発生時間帯などを加味し た航空機騒音に係る単位。平

成 25 年 3 月までこ の単位を も と に航空機騒音の環境基準が定めら れた。  

 

（ ち ）  

 

窒素酸化物（ Ｎ Ｏ ｘ ）  

 窒素と 酸素の化合物の総称。主と し て重油やガソ リ ン、石炭などの燃焼によっ て発生する一酸化窒

素（ Ｎ Ｏ ） や二酸化窒素（ Ｎ Ｏ 2） などを いう 。 発生源は自動車、 ボイ ラ ー、 工場、 家庭暖房など広

範囲にわたっ ている。  

 

中間処理 

 廃棄物を燃やし たり 、 破砕・ 選別し たり し てでき るだけ小さ く 、 軽く し 、 最終処分場に埋立てた後

も 環境に悪影響を 与えないよう にする処理工程。鉄やアルミ 、ガラ スなど再資源と し て利用でき るも

のを 選別・ 回収し て、 有効利用する役割も ある 。  

 

（ て）  

 

Ｔ Ｅ Ｑ 値（ ティ ーイ ーキュ ー値）  

 ダイ オキシン類の毒性を 表す単位。 ダイ オキシン類はその構造によっ て、 毒性の強さ が異なる。 そ

こ で、 最も 毒性が強い 2, 3, 7, 8―Ｔ Ｃ Ｄ Ｄ の毒性を１ と し て、 他のダイ オキシンの毒性を評価する。

こ の評価量に量を かけ合わせて評価する。すなわちダイ オキシンの毒性を 2, 3, 7, 8―Ｔ Ｃ Ｄ Ｄ の量に

換算し て評価する 。 こ の値の事を 毒性等量（ Ｔ oxi c Ｅ qui val ent ） と いう 。  

 

低公害車 

 大気汚染物質の排出や騒音の発生が少なく 従来の自動車よ り も 環境への負荷が少ない自動車の総

称。 電気自動車、 メ タ ノ ール自動車、 天然ガス自動車、 ハイ ブリ ッ ト 自動車等が開発さ れている。  

 

ｄ B（ デシベル）  

 音・ 振動の強さ を表す単位。  

 音に対する人間の感じ 方は、 音の強さ 、 周波数の違いによっ て異なる 。 騒音の大き さ は、 物理的に

測定し た騒音の強さ に周波数ごと の聴感補正を 加味し て、 ｄ Bまたはｄ B( Ａ ) で表示する。  

 また振動の大き さ も 、 振動加速度を も と にｄ B単位にて表示する。  

 

（ と ）  

 

特定施設 

 騒音規制法では「 工場又は事業所に設置さ れる施設のう ち、 著し い騒音を 発生する施設」 を 、 水質

汚濁防止法では「 人の健康及び生活環境に被害を 生ずるおそれのある物質を含む汚水や排水を 排出す

る施設」 と 特定施設と 定めている。 大気汚染防止法では特定施設に相当するも のと し て、 ばい煙発生
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施設と 粉じ ん発生施設を あげている。  

 

（ な）  

 

内分泌かく 乱物質 

 内分泌かく 乱作用を も つ化学物質のこ と 。内分泌かく 乱作用と は、生体の複雑な機能調整のために

重要な役割を 果たし ている内分泌（ 系） の働き に影響を 与え、 生体に障害や有害な影響を 引き 起こ す

こ と を いう 。  

 

ナノ グラ ム 

 ナノ （ n） は 10 億分の 1 を 表す単位で、 1ng は 1g の 10 億分の 1 グラ ムのこ と 。 ダイ オキシン類は

非常に低い濃度でも 影響を 与えるため、 こ のよ う な小さ い単位を用いる。  

 

 

（ に）  

 

二酸化硫黄（ Ｓ Ｏ 2）  

 硫黄酸化物が燃焼するこ と で生成する気体。大気汚染物質と し て早く から 問題と なっ ている。刺激

性が強く 、 呼吸機能に影響を 及ぼす。 また、 大気中の水や酸素と 反応するこ と で酸性雨の原因になっ

ている。  

 

二酸化炭素（ Ｃ Ｏ 2）  

 炭素化合物の燃焼や生物の呼吸により 生成さ れる無色無臭の気体。炭酸ガスと も 呼ばれる。現在の

大気中には約 0. 03％含まれるが、 化石燃料の大量消費等エネルギー起源による二酸化炭素の大量排

出により 、こ こ 数十年間の間に大気中濃度が急激に高まっ ており 、数ある環境問題の中でも 最も 根深

く 、 かつ解決が困難な地球温暖化問題の原因と なっ ている。  

 

二酸化窒素（ Ｎ Ｏ 2）  

 一酸化窒素（ Ｎ Ｏ ） と 酸素の作用等により 発生する茶褐色の刺激性の気体。 比較的水に溶解し にく

いので肺深部に達し 、 肺水腫等を 引き 起こ す。  

 

（ は）  

 

ばい煙 

 大気汚染防止法では、①燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物、②燃料その他の物の燃

焼又は熱源と し ての電気の使用に伴い発生する ばいじ ん、 ③物の燃焼、 合成、 分解その他の処理（ 機

械的処理を 除く 。） に伴い発生する物質のう ち、 カ ド ミ ウム、 塩素、 鉛その他の人の健康又は生活環

境に係る被害を 生ずるおそれのある物質（ 第一号に掲げるも のを 除く 。） で政令で定めるも の、 と し

ている。  
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廃棄物 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、「 ごみ、 粗大ごみ、 燃え殻、 汚泥、 ふん尿、 廃油、 廃酸、

廃アルカ リ 、 動物の死体その他の汚物又は不要物であっ て、 固形状又は液体のも の（ 放射性物質及び

こ れによっ て汚染さ れた物を 除く 。） を いう 。」 と 定義さ れている。 また、 産業廃棄物と 一般廃棄物に

分けら れる。  

 

バイ オマス 

 木材や海藻、 生ゴミ 、 動物の死骸や排泄物、 プラ ンク ト ンなどの生物由来の有機物のこ と 。  

 

バイ オディ ーゼル燃料（ Ｂ Ｄ Ｆ ： Ｂ i o Ｄ i esel  Ｆ uel ）  

 生物由来油（ 大豆油、 菜種油や廃食油） を 原料と し て製造するディ ーゼルエンジン用燃料。 バイオ

マスエネルギーの 1 つで、 カ ーボンニュ ート ラ ルの性質を 持つ。  

 メ タ ノ ールと 反応さ せメ チルエステル化し 、粘性と 引火点を 低く し 、脂肪酸メ チルエステルと いう

軽油に良く 似た性状に変えて、 燃料にし たも のをいう 。 なお、 反応後には、 副生産物と し て、 グリ セ

リ ンが発生する。  

 

パリ 協定 

 2020 年以降の地球温暖化対策の国際的枠組みを定めた協定。2015 年 12 月パリ で開催さ れた「 気候

変動に関する国際連合枠組条約第 21 回締約国会議」（ Ｃ Ｏ Ｐ 21） で採択さ れた気候変動枠組条約。

（ 2016 年 11 月発行） 地球温暖化対策に先進国、 発展途上国を 問わず、 すべての国が参加し 、 世界の

平均気温の上昇を 産業革命前の 2℃未満（ 努力目標 1. 5℃） に抑え、 21 世紀後半には温室効果ガスの

排出を 実質ゼロにするこ と を 目標と する。締約国は削減目標を 立てて 5 年ごと に見直し 、国際連合に

実施状況を報告するこ と が義務づけら れた。また、先進国は途上国への資金支援を引続き 行う こ と も

定めら れた。  

 

（ ひ）  

 

Ｂ Ｏ Ｄ （ Bi ochemi cal  oxygen demand） →「 生物化学的酸素要求量」 参照 

 

PCB（ Pol ychl or i nat ed bi phenyl ： ポリ 塩化ビフ ェ ニル）  

 熱に対し て安定で電気絶縁性があるため、 変圧器、 絶縁機、 塗料、 溶剤など幅広く 用いら れたが、

毒性が強く 発がん性がある。「 カ ネミ 油症事件」 の原因物質の１ つであり 、 昭和 47 年製造及び輸入が

原則禁止さ れた。 その後保管中の PCBが紛失すると いう 事例が多数判明し たため、 平成 13 年 PCB廃

棄物特別措置法を 制定し 、 PCB 廃棄物の所管事業者に対し 平成 39 年までに処理を 求めた。 なお、 国

際的な規制条約（ Ｐ Ｏ Ｐ s 条約） のＰ Ｏ Ｐ s と は残留性有機物質（ Per si st ant  Ｏ r gani c Pokkut ant s）

の略でダイ オキシン、 PCB、 DDT 等を 指す。  

 

ppm（ par t s per  mi l l i on）  

 濃度の単位で、 100 万分の 1 を 1ppmと 表示する。 例えば 1ｍ3（ ＝100 万 cm3） の空気中の 1cm3 の

硫黄酸化物が混じ っ ている場合の硫黄酸化物は 1ppmと 表示し 、 また、 水 1m3（ 1t ＝100 万 g） の中に

汚濁物質 1g が混じ っ ている場合を 1ppmと 表示する。 なお、 1ppd（ par t s per  bi l l i on） は、 10 億分
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の 1 を 表す。  

 

微小粒子状物質（ PM2. 5： Par t i cul at e Mat t er 2. 5）  

 大気中に漂う 粒径 2. 5μm（ 1μm＝0. 001mm） 以下の微小な粒子のこ と 。 従来から 環境基準を 定めて

対策し てき た浮遊粒子状物質（ SPM： 10μm以下の粒子） より も 小さ な粒子。  

 物の燃焼によっ て直接排出さ れるも の（ 一次生成） と 、 環境大気中での化学反応により 生成さ れた

物（ 二次生成） がある。 一次生成粒子の発生源と し て、 ばい煙・ 粉じ ん発生施設、 自動車、 航空機な

どの他、 土壌・ 海洋・ 火山などの自然由来のも のや越境汚染によるも のも ある。 また煙草の煙にも 含

まれる。 二次生成粒子は、 硫黄酸化物や窒素酸化物、 揮発性有機化合物等のガス状物質が、 大気中で

光やオゾンと 反応し て生成する。  

 髪の毛の太さ の 30 分の 1 程度のため、 肺の奥深く まで入り やすく 、 呼吸器系や循環器系への影響

が心配さ れている 。 →SPMも 参照。  

 

（ ふ）  

 

不検出（ Ｎ Ｄ ＝Ｎ ot  det ect ed det ect i on）  

 ある検体に含まれる、 化学物質や放射線量を 調べたと き 、 検出さ れなかっ た場合を指す。  

 検出さ れなかっ たから と いっ て、当該物質量が 0 と いう こ と ではない。なぜなら どんなに制度の高

い機器を 使用し たと し ても 、 その物質が含まれていないこ と を 照明するこ と は出来ないから である。

また、 どの数字以下なら 不検出になるかは使用する検査器具によっ て異なる。  

 

浮遊物質量（ Ｓ Ｓ ）  

 粒径 2mm以下の溶けない汚濁性の物質の総称。  

 

浮遊粒子状質量→Ｓ Ｐ Ｍ参照 

 

フ ロン類 

 フ ルオロカ ーボン（ フ ッ 素と 炭素の化合物） の総称で、 ク ロロフ ルオロカ ーボン（ CFC。 炭素・ フ

ッ 素・ 塩素のみから なる化合物） の総称。 ハイ ド ロク ロロフ ルオロ カ ーボン（ HCFC。 CFCの構成元素

に水素が加わっ たも の）、 ハイ ド ロ フ ルオロカ ーボン（ HFC。 炭素・ 水素・ フ ッ 素の化合物。 塩素を含

まない） がある。 また臭素を 含むハロンを フ ロン類に含めるこ と も ある 。 なお、 特定フ ロンと はモン

ト リ オール議定書（ フ ロン類の規制を 定めた議定書） で特にオゾン層破壊に強いと さ れた CFC15 類を

指す。  

 フ ロン類は熱に強く 冷媒、 溶剤と し て優れた性能を 持ち、 ク ーラ ーや各種スプレ ー、 半導体産業で

の洗浄剤と し ても 広く 利用さ れている。 し かし 、 オゾン層を破壊し て、 地表の紫外線を 増加さ せ、 人

間や生態系に影響を及ぼすおそれがあると し て国際的に問題と なっ ている。そのためモント リ オール

議定書で CFCの生産・ 使用禁止・ HCFCの 2030 年（ 先進国では 2020 年） までの全廃が規定さ れた。

現在では冷媒と し て HFCなどオゾン層を破壊し ない化学物質が使われるよう になっ た。  

 し かし 、 HFCは二酸化炭素の 100～10, 000 倍温室効果が大き いため、 京都議定書による削減対象の

物質である。 →温室効果ガス 
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粉じ ん 

 大気汚染防止法は「 物の破砕、選別その他の機械処理又はたい積に伴い発生し 、又は飛散する 物質」

を 指す。 また粉じ んは特定粉じ ん（ 石綿等） と 一般粉じ ん（ それ以外） に分ける。  

 

（ の）  

 

ノ ルマルヘキサン（ n-ヘキサン抽出物質）  

 水中の「 油分等」 を 表す指標と し て用いら れる、 動植物油脂、 脂肪酸、 脂肪酸エステル、 リ ン脂質

などの脂肪酸誘導体、 ワッ ク スグリ ース、 石油系炭化水素等の総称で、 溶媒である n－ヘキサンによ

り 抽出さ れる不揮発性物質のこ と を さ すが、 その中には農薬、 染料、 フ ェ ノ ール等も 含まれる。  

 

 

（ も ）  

 

モニタ リ ング調査 

 環境を 良好に保つため、 環境中の汚染物質を 常に監視・ 測定し 、 大気・ 水質・ 土壌などの汚染状況

を 把握するための調査。測定さ れたデータ は施策の効果を図る指標と なり 他対策を実施するためにも

用いら れる。  

 

モニタ リ ングポスト  

 大気中の放射線量を 継続的に測定する据え置き 型の装置。  

 

（ よ ）  

 

要請限度 

 騒音規制法や振動規制法に基づき 定めら れた自動車騒音や道路交通振動の限度で、市町村長は、こ

れを 超えた場合で道路の周辺の生活環境が著し く 損なわれると 認めると き は、都道府県公安委員会に

対し 道路交通法の規定に基づく 交通規制等の措置を と るべき こ と を 要請するも のと さ れている。その

値は、 区域、 時間帯に応じ て定めら れており 環境基準より 5～15dＢ （ Ａ ） 高く なっ ている。  

 

溶存酸素量（ Ｄ Ｏ ）  

 水中に溶存する 酸素の量のこ と である。 水質の指標と し て用いら れ、 溶解酸素量と も 呼ばれる 

 

（ る ）  

 

類型指定 

 水質汚濁、 騒音、 振動、 悪臭の環境基準について、 国が設定し た類型別の基準値に基づき 、 水質汚

濁については都道府県知事が、 水域の利用目的、 水質の状況など、 騒音、 振動、 悪臭に関し ては市長

が都市計画区域などを 勘案し 、 具体的な地域を あてはめ指定するこ と を いう 。  
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（ れ）  

 

レ ッ ト データ ブッ ク  

 絶滅のおそれのある野生生物の種の情報を取り まと めたも の。環境省や各都道府県などで作成し て

いる。 国際的にはＩ Ｕ Ｓ Ｎ（ 国際自然保護連合） によっ て公刊さ れた世界の絶滅のおそれのある種の

現状を 明ら かにし た資料。  

 平成 3 年 5 月に環境省（ 当時） は、「 日本の絶滅のおそれのある野生生物―レ ッ ド データ ブッ ク（ 脊

髄動物編及び無脊椎動物編）」 を発刊し た。 こ の資料は希少野生生物保護に資する基礎的資料と し て

全国的に多く の場で活用さ れると と も に、「 レ ッ ト データ ブッ ク 」 の名を 広げた基礎的資料である 。  

環境省は平成 26 年度にレ ッ ド データ ブッ ク 2014（ 平成 24 年度に発表し たレッ ド リ スト を 取り まと

めし たも の） を出版し た。  

 宮城県では平成 8 年度～平成 12 年度に県内の動植物の分布状況を 調査し 、「 宮城県の希少な動植

物―宮城県レ ッ ド データ ブッ ク ー」 を 平成 13 年 3 月に刊行し た。 平成 20 年度から 見直し 作業を進

めていたが東日本大震災で自然環境が大き く 変化し たため、震災前に調査を終えていた掲載種につい

てのみ「 宮城県の希少な動植物―宮城県レ ッ ド リ スト 2013 年版」 と し て取り まと め、 その後、 平成

28 年 3 月「 宮城県の絶滅のおそれのある野生動植物―Ｒ Ｅ Ｄ  Ｄ Ａ Ｔ Ａ  Ｂ Ｏ Ｏ Ｋ  ＭＩ Ｙ Ａ Ｇ Ｉ  

2016 年版」 を刊行し た。  
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